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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　提出会社の状況

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期
決算年月 平成20年12月平成21年12月平成22年12月平成23年12月平成24年12月

売上高（千円） 1,630,0291,191,1271,449,9721,882,5211,955,178

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
24,169△214,072△638,375△2,095,382△1,729,480

当期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
20,987△217,872△642,307△2,104,513△1,733,320

持分法を適用した場合の投資損益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） 1,892,5003,378,2503,710,8306,024,6106,024,610

発行済株式総数（株） 58,613 100,651 111,73719,130,90019,130,900

純資産額（千円） 1,306,6024,053,7584,083,0646,605,5644,899,957

総資産額（千円） 1,501,2124,260,6894,262,7837,256,0945,502,190

１株当たり純資産額（円） 22,292.0240,275.3936,541.74345.28 254.71

１株当たり配当額（円）

（内１株当たり中間配当額（円）)

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

１株当たり当期純利益金額又は１

株当たり当期純損失金額（△）

（円）

364.58△3,252.84△5,933.47△143.60 △90.60

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 87.0 95.1 95.8 91.0 88.6

自己資本利益率（％） 1.6 － － － －

株価収益率（倍） － － － － －

配当性向（％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円）
154,387△211,336△753,971△2,074,057△1,658,588

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円）
△13,063 △3,952 △115,633△117,356△410,563

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円）
554,0322,963,106662,8324,610,820 △719

現金及び現金同等物の期末残高

（千円）
1,370,3404,121,3013,915,7656,310,9784,240,022

従業員

（外、平均臨時雇用者数）

（人）

42

（5）

52

（10）

56

（12）

71

（12）

76

（13）

（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第５期～第８期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当た

り当期純損失であるため記載しておりません。

４．第４期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、第４期において

は当社株式が非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

５．第５期～第８期の自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

６．株価収益率については、第６期までは当社株式は非上場であったため記載しておりません。また、第７期及び第

８期は当期純損失が計上されているため記載しておりません。

７．平成23年６月２日付で、株式１株につき100株の株式分割を行っております。
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２【沿革】
年月 事項

平成17年３月 東京都港区において当社設立。

平成17年12月アステラス・ファーマ GmbH社（現　アステラス・ドイッチラント　GmbH社）と抗がん剤 SyB L-0501

の日本における独占的開発権及び独占的販売権の供与を受けるライセンス契約を締結。

平成18年８月 SyB L-0501の第Ⅰ相臨床試験（再発・難治性の低悪性度非ホジキンリンパ腫及びマントル細胞リン

パ腫の患者を対象）を開始。

平成19年３月 アベーレ・ファーマシューティカル社と経皮吸収型持続性制吐剤 SyB D-0701の日本、中国、韓国、台

湾及びシンガポールにおける独占的開発権及び独占的販売権の供与を受けるライセンス契約を締

結。

平成19年３月 アステラス・ドイッチラント GmbH社とSyB L-0501の中国、韓国、台湾及びシンガポールにおける独

占的開発権及び独占的販売権の供与を受けるライセンス契約を締結。

平成19年９月 SyB L-0501の第Ⅰ相臨床試験（再発・難治性の低悪性度非ホジキンリンパ腫及びマントル細胞リン

パ腫の患者を対象）を終了。

平成19年10月SyB D-0701の第Ⅰ相臨床試験を開始。

平成19年12月SyB L-0501の第Ⅱ相臨床試験（再発・難治性の低悪性度非ホジキンリンパ腫及びマントル細胞リン

パ腫の患者を対象）を開始。

平成20年３月 イノファーマックス社とSyB L-0501及びSyB D-0701の台湾における独占的開発権及び独占的販売権

を供与するライセンス契約を締結。

平成20年３月 ユハンヤンヘン社とSyB D-0701の韓国における独占的開発権及び独占的販売権を供与するライセン

ス契約を締結。

平成20年７月 SyB D-0701の第Ⅰ相臨床試験を終了。

平成20年８月 エーザイ株式会社とSyB L-0501の日本における共同開発権及び独占的販売権を供与するライセンス

契約を締結。

平成20年10月SyB L-0501の第Ⅰ相臨床試験（再発・難治性の中高悪性度非ホジキンリンパ腫の患者を対象）を開

始。

平成21年３月 セファロン社とSyB L-0501の中国における独占的開発権及び独占的販売権を供与するライセンス契

約を締結。

平成21年３月 SyB L-0501の第Ⅱ相臨床試験（再発・難治性の低悪性度非ホジキンリンパ腫及びマントル細胞リン

パ腫の患者を対象）を終了。

平成21年５月 エーザイ株式会社とSyB L-0501の韓国及びシンガポールにおける独占的開発権及び独占的販売権を

供与するライセンス契約を締結。

平成21年10月SyB L-0501を、再発・難治性の低悪性度非ホジキンリンパ腫及びマントル細胞リンパ腫を予定適応

症として、優先審査対象品目として国内製造販売承認を申請。

平成22年３月 SyB L-0501の第Ⅱ相臨床試験（再発・難治性の中高悪性度非ホジキンリンパ腫の患者を対象）を開

始。

平成22年10月再発・難治性の低悪性度非ホジキンリンパ腫及びマントル細胞リンパ腫を適応症として、抗悪性腫

瘍剤「トレアキシン®（開発コード：SyB L-0501 、一般名：ベンダムスチン塩酸塩)」の国内製造

販売承認を取得。

平成22年12月SyB D-0701の第Ⅱ相臨床試験を開始。

平成22年12月抗悪性腫瘍剤「トレアキシン®（開発コード：SyB L-0501 、一般名：ベンダムスチン塩酸塩)」を、

再発・難治性の低悪性度B細胞性非ホジキンリンパ腫及びマントル細胞リンパ腫を適応症として提

携先のエーザイ株式会社を通じて国内販売を開始。

平成23年７月 オンコノバ・セラピューティクス社と抗がん剤 SyB L-1101/C-1101の日本及び韓国における独占的

開発権及び独占的販売権の供与を受けるライセンス契約を締結。

平成23年10月大阪証券取引所JASDAQ（グロース）に株式を上場。

平成23年11月SyB L-0501の第Ⅱ相臨床試験（初回治療の低悪性度非ホジキンリンパ腫及びマントル細胞リンパ腫

の患者を対象）を開始。

平成23年12月SyB L-0501の第Ⅱ相臨床試験（再発・難治性の多発性骨髄腫の患者を対象）を開始。

平成24年６月 SyB L-1101の第Ⅰ相臨床試験（再発・難治性の骨髄異形成症候群（MDS）の患者を対象）を開始。
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３【事業の内容】

１．当社の事業概要について

(１) 当社の概要

当社は、元米国アムジェン社（注1）本社副社長で、同社の日本法人であるアムジェン株式会社の創業期から約12年

間社長を務めた吉田文紀が、平成17年３月に設立した医薬品企業です。

経営理念は「共創・共生」（共に創り、共に生きる）で表され、患者さんを中心として医師、科学者、行政、資本提

供者を「共創・共生」の経営理念で結び、アンメット・メディカル・ニーズ（Unmet Medical Needs）（注2）に応え

ていくことにより、社会的責任及び経営責任を果たすことを事業目的としています。

なお、当社の事業は、医薬品等の研究開発及び製造販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、セ

グメント別の記載を省略しています。

（注１）バイオ医薬品業界最大手。昭和55年、米国カリフォルニア州サウザンド・オークスにおいて、AMGen (Applied Molecular

Genetics)として設立。日本においては、平成５年５月１日にアムジェン株式会社として業務を開始しました。なお、平成20年２月に

武田薬品工業株式会社がアムジェン株式会社の株式を100％取得したため、現在の社名は「武田バイオ開発センター株式会社」と

なっております。

（注２）アンメット・メディカル・ニーズ（Unmet Medical Needs）とは、未だ満たされない医療上の必要性を意味し、患者さんや医師か

ら強く望まれているにもかかわらず有効な既存薬や治療がない状態を指します。

　

(２) 当社の事業の特徴

がん・血液・自己免疫疾患領域における希少疾病分野（注3）の研究開発の多くは、欧米を中心に、大手製薬企業よ

りもむしろ、多くの大学・研究所、バイオベンチャー企業により創薬研究・新薬開発が活発に行われ、海外では既に

数々の有用な新薬が医療の現場に提供されています。しかし、これらの分野は開発に高度の専門性が求められ、開発

の難度も高く、また大手の製薬企業が事業効率の面、採算面で手を出しにくいため日本を初めとするアジア諸国に

おいては手をつけられていない空白の治療領域となっています。当社は、極めて医療上のニーズは高いものの、新薬

の開発が遅れている空白の治療領域をビジネスチャンスと捉え、特に、高い専門性が求められ難度が高いために参

入障壁の高いがん・血液・自己免疫疾患の３治療領域に特化した日本初のスペシャリティ・ファーマ（注4）です。当

社は、大型新薬（いわゆる売上高が1,000億円を超える「ブロックバスター」）の追求ではなく、マーケットは相対

的に小規模でも医療ニーズの高い、がん・血液・自己免疫疾患に特化した新薬開発に取り組み、これらの医薬品及

び新薬候補品を数多く保有することにより、強固なパイプライン・ポートフォリオを構築し、持続性のある事業展

開を行います。

当社は、このような空白の治療領域を埋めるための新薬の開発・提供を行うことを企業使命として設立されまし

た。新薬が開発されないことで治療上の問題を抱えている患者さんに対して、短期間で開発をし、迅速に治療薬をお

届けすることを最優先に考え、医療への貢献、そして医薬品業界の健全な発展に寄与することにより、持続的成長と

安定への道を進んでまいります。

（注３）希少疾病分野とは、医療上の必要性は高いものの、薬を必要とする患者数が少ない疾病分野のことで、この分野に対する開発の進

んでいない医薬品は希少疾病用医薬品（Orphan Drug：オーファンドラッグ）と呼ばれます。厚生労働省よりオーファンドラッグ

の指定を受けるためには、①我が国において患者数が５万人未満の重篤な疾病であること、②医療上特にその必要性が高いこと、③

開発の可能性が高いこと、といった基準を満たす必要があります。当該指定を受けると、他の医薬品に優先して審査を受けられる

（申請から承認までの期間が短縮される）、再審査期間を延長することができる（最長10年）、薬価への加算評価が期待できると

いったメリットを享受することが可能となります。

（注４）スペシャリティ・ファーマとは、得意分野において国際的にも一定の評価を得る新薬開発企業をいいます（平成14年「医薬品産

業ビジョン」（厚生労働省）の定義による）。

　　

(３) 当社の事業モデルについて

創薬系事業の特徴として、新薬の開発は長期間にわたり膨大な先行投資を強いられるものの、その研究開発の成

功確率は極めて低いことが知られています。一般に、研究所において何らかの生物・生理活性（注5）が認められた化

合物が新薬として承認にいたる確率は、２万分の１～２万５千分の１と言われています。また、承認を取得した新薬

のうち、上市・販売後において採算が取れるのはそのうちの15～20％以下と言われています。当社は、このような創

薬系事業の難しさを踏まえた事業モデルを構築しています。

当社では、開発にかかる様々なリスクと費用を軽減するとともに、開発候補品の臨床試験を迅速・確実に進め、開

始から承認取得までの期間を短縮するために、主として既にヒトでＰＯＣ（Proof Of Concept）（注6）が確立され、

前臨床試験データと臨床試験データがある化合物を対象としております。これらの化合物の探索は当社独自の探索

ネットワークと評価ノウハウを活用して、社内の経験を有した専門スタッフによる第１次スクリーニングにより絞

り込みを最初に行います。その後、科学的諮問委員会（Scientific Advisory Board：以下「ＳＡＢ」といいます）
（注7）において、第一線で関連分野における治療の研究に携わる経験豊かな社外専門家の厳密な評価を受けた上で、

当社において最終的な導入候補品を決定いたします。
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社内外の専門家による、こうした“目利き”のプロセスを経て、当社はがん・血液・自己免疫疾患領域を中心と

して、製薬企業、バイオベンチャー企業等から主にヒトでＰＯＣが確立された開発品の日本及びアジアにおける開

発・販売権を継続的に確保することにより、持続性のある事業を展開しています。そのような、開発の成功確率が高

く、事業性のある、魅力的な開発候補品を導入するためには、この“目利き”の力に加え、がん・血液・自己免疫疾

患という開発の難度が高い治療領域における当社の開発力について、開発候補品の提供者であるライセンサーから

高い評価を得ることも導入が成功するか否かの重要なポイントとなります。そのためには、①適切な治験計画の策

定、②治療対象となる適切な治験患者の選定、③その領域における医学専門家と公正な関係を維持・構築できる、専

門性の高い優秀な開発スタッフが必要となります。これらの総和が開発力となり、開発を着実に、かつ迅速に実行す

ることが可能となります。がん・血液・自己免疫疾患分野で実績のある大手製薬企業の開発部門で経験を積んだ人

材を中心に構築された当社の開発チームが導入から承認申請までを僅か４年間という短期間でなし得た、抗がん剤

SyB L-0501での実績は、ライセンサー、パートナー企業、導入候補先企業からも高い評価をいただいています。

なお、開発につきましては、基本的な開発戦略の中枢となる臨床試験のデザイン、海外の試験との連携、医学専門

家との調整等は当社が主体となって手掛け、定型的な開発業務は、外部資源であるＣＲＯ（Contract Research

Organization 受託臨床試験実施機関）（注8）へ業務委託し、製造についてはライセンス供給元あるいは信頼できる

国内外の製薬企業へ業務委託を行います。

販売につきましては、将来的には自社販売までを一貫して行える体制の構築を目指してまいりますが、営業組織

の構築については、採算が確保できるまでの期間は自社ＭＲ（Medical Representative）（注9）を置かず、当面は製

薬企業との提携により行います。一方で、将来の自社販売体制構築に向けて、がん・血液・自己免疫疾患領域に精通

した営業戦略・企画の策定及び市場調査を行うマーケティング体制の確立に努めるとともに関係治療領域におけ

るＫＯＬ（Key Opinion Leader）（注10）との良好な関係構築、的確な医療ニーズの把握と市場調査を行い、各種デー

タ、ノウハウの蓄積を図ってまいります

　

これらの事業モデルを図示すると以下のようになります。

　

　

（注５）生理活性とは、化学物質が生体の特定の生理的調節機能に対して作用する性質のことです。この生理活性の作用を持つ化学物質を

疾病治療に応用したものが医薬品となります。

（注６）ＰＯＣ（Proof Of Concept）とは、新薬候補物質の有効性や安全性を臨床で確認し、そのコンセプトの妥当性を検証することを意

味します。

（注７）科学的諮問委員会（ＳＡＢ）とは、世界中から集まる膨大な新薬候補を元に、医療ニーズの高さや収益性などリスクバランスのと

れたポートフォリオを、それぞれの専門の立場から意見や提言を交え徹底的に議論した上で、パイプライン戦略を構築する、当社の

重要な評価機関です。当社では、ＳＡＢを年２～３回開催し、世界中から優れた実績と経験をもつ臨床医・基礎科学者の方々に、当

社の創薬研究及び新薬開発のアドバイザーとして参画いただいています。

（注８）ＣＲＯ（Contract Research Organization）とは、製薬企業が、自社で実施する開発業務を遅滞なく進めるために、一部の業務に

ついて委託を行う機関です。委託業務の内容としては、治験が実施計画書どおりに遂行されているかをモニタリングするモニター

業務や、臨床データを管理するデータ管理業務などがあります。

（注９）ＭＲ（Medical Representative）とは、自社医薬品に関する情報の専門家として医療機関を訪問し、医療関係者と面談することに

より、医薬品の品質・有効性・安全性等に関する情報の提供・収集・伝達を主な業務とする医療情報担当者をいいます。

（注10）ＫＯＬ（Key Opinion Leader）とは、担当領域の治療において他の医師に影響力を持つ医師のことをいいます。

EDINET提出書類

シンバイオ製薬株式会社(E24682)

有価証券報告書

  5/139



(４) 当社の事業戦略

当社は、上記の事業を成功させるために、以下の５つの事業戦略を展開しています。

(a) ポストＰＯＣ戦略による開発リスクの軽減

当社の導入候補品（注11）は、主として既にヒトでＰＯＣが確認されていることを原則としています。従って、臨

床開発ステージが比較的後期段階にある候補品か、既に海外で上市されている製品が対象となります。これらの

導入候補品は、既に海外で先行して開発が行われており、新薬としてヒトでの有効性・安全性が確認されている

ことから、開発リスクを軽減でき、また、先行している海外の治験データを活用することにより日本を含めアジア

における開発期間を短縮するとともに開発コストを低減し、成功確率を高めることが可能となります。

　

（注11）導入候補品とは、当社の開発候補品として他社より開発権等の権利取得を検討している化合物を指します。

　

　

（注12）ブリッジングスタディとは、外国での臨床データを活用するために国内で行われる試験のことをいいます。この国内試験の結果を

外国のデータと比較し、同様の傾向があることを確認します。

　

(b) 高度な探索・評価能力による、優れたパイプラインの構築

当社の新薬サーチエンジンは、製薬企業及びバイオベンチャー企業等との多様なネットワークによって構築さ

れ、膨大な化合物の中から、社内の専門家による厳正な評価を経て、有望な導入候補品が抽出されます。これらの

導入候補品はさらに、第一線で研究に携わる経験豊かな専門家により構成されるＳＡＢに諮られ、そのアドバイ

スと評価を受けた上で導入候補品を決定しています。この開発品導入決定までの高度なスクリーニングプロセス

は、既に海外において有効性・安全性が確認された開発品を導入するポストＰＯＣ戦略と相まって開発リスクと

開発期間を軽減させることになり、また、候補品が医療の現場において求められるものかどうかの医療ニーズの

充足度に対する理解、及び上市後の収益予測の精度向上に貢献しています。

　

＜当社の開発品導入プロセス＞

　　
　

（注13）CDAとは、Confidential Disclosure Agreementの略で、秘密保持契約書のことを意味します。
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(c) ラボレス・ファブレス戦略による固定費抑制

当社は、一切の研究設備や生産設備を保有していません。研究設備・生産設備ともに固定費発生源の代表格で

すが、当社はこれらを一切保有せずに、開発候補品の探索・導入後は、開発品の開発戦略策定と実行等の付加価値

の高い業務に専念し、そのほかに必要とされる定型的な開発業務は外注しています。これにより低コストの医薬

品開発を実現するとともに、財務戦略の機動性を確保しています。

　　

(d) ブルーオーシャン戦略（注14）による高い事業効率の実現

海外で標準治療薬として使用されている製品が日本では使用できない、あるいは海外で新薬として承認された

製品が５年近くも遅れて日本で承認される、いわゆるドラッグ・ラグの問題が深刻化しており、がん患者の難民

という言葉も生まれています。このドラッグ・ラグは、当社の戦略的治療領域であるがん・血液・自己免疫疾患

領域で特に目立っています。抗がん剤の市場自体は大きく、また高齢化にともない現在も拡大傾向にあるものの、

抗がん剤の対象疾患は多岐にわたり、がん腫により細分化されているため、各々のがん腫でみると対象患者数が

そう多くはない治療領域が数多く存在します。また、これらの領域での抗がん剤の開発には、極めて高い専門性が

求められ、開発の難度が高い半面、大手の製薬企業では採算性などの問題から開発に着手しにくいことがその理

由のひとつといわれています。しかし、ひとたび、そうした領域において新薬の承認を取得し上市できれば、競合

が少ないため、これらの領域で適応拡大・新製品上市を着実に積み上げていくことで、高成長・高収益を実現で

きるものと考えています。

　

（注14）ブルーオーシャン戦略とは、競合との熾烈な競争により限られたパイを奪い合う市場（レッドオーシャン）を避け、市場を再定義

し、競合のいない未開拓な市場（ブルーオーシャン）を創造することで、顧客に高付加価値を与えつつ利潤の最大化を目指す戦略

です。

　

(e) アジア展開戦略  

アジア諸国においても経済成長とともに医療ニーズの拡大が予想され、より質の高い治療方法が求められるよ

うになりつつあります。これらの国々においても、日本と同様、急速に高齢化が進んでいる一方で、新薬の開発が

滞る傾向が見られ、がん・血液・自己免疫疾患といった領域が空白の治療領域になりつつあり、有効な薬剤が求

められています。当社では抗がん剤 SyB L-0501、SyB L-1101/SyB C-1101及び経皮吸収型持続性制吐剤 SyB

D-0701につきまして、日本のみならずアジアの権利も確保しています。
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２．当社のパイプラインについて

当社は現在、パイプラインとしてSyB L-0501、SyB L-1101、SyB C-1101、SyB D-0701の４つの開発品を有しています。

今後も新規開発品を継続的に導入することにより、パイプラインの拡充及びリスク・リターンのバランスのとれたパ

イプライン・ポートフォリオを構築してまいります。

 

＜当社パイプラインの進捗状況と提携先一覧＞

平成24年12月31日現在

開発番号 薬効分類 権利地域 適応症 開発状況 提携先

SyB L-0501抗がん剤

日本

再発・難治性

低悪性度非ホジキンリンパ腫　＊

承認取得(平成22年10月

27日)

エーザイ株式会社（共同開発権

・独占的販売権供与）

再発・難治性

マントル細胞リンパ腫　＊

承認取得(平成22年10月

27日)

再発・難治性

中高悪性度非ホジキンリンパ腫
第Ⅱ相臨床試験完了

再発難治性多発性骨髄腫 第Ⅱ相臨床試験実施中

初回治療

低悪性度非ホジキンリンパ腫
第Ⅱ相臨床試験実施中

初回治療マントル細胞リンパ腫 第Ⅱ相臨床試験実施中

慢性リンパ性白血病 第Ⅱ相臨床試験準備中

シンガポール
低悪性度非ホジキンリンパ腫 承認取得(平成22年1月20

日)

エーザイ株式会社（独占的開発

権・独占的販売権供与）慢性リンパ性白血病

韓国
慢性リンパ性白血病 承認取得(平成23年5月31

日)

エーザイ株式会社（独占的開発

権・独占的販売権供与）多発性骨髄腫

中国 低悪性度非ホジキンリンパ腫 臨床試験準備中
セファロン社（米国）（独占的

開発権・独占的販売権供与）香港
低悪性度非ホジキンリンパ腫 承認取得（平成21年12月

30日）慢性リンパ性白血病

台湾
低悪性度非ホジキンリンパ腫 承認取得（平成23年10月

18日）

イノファーマックス社（台湾）

（独占的開発権・独占的販売権

供与）慢性リンパ性白血病

SyB L-1101
抗がん剤

(注射剤)

日本
再発・難治性骨髄異形成症候群

第I相臨床試験実施中 ―

韓国 ― ―

SyB C-1101
抗がん剤

(経口剤)

日本
初回治療骨髄異形成症候群

第I相臨床試験準備中 ―

韓国 ― ―

SyB D-0701

経皮吸収型

持続性制吐

剤

日本

放射線療法に伴う悪心・嘔吐

第Ⅱ相臨床試験実施中 ―

韓国 検討中

ユハンヤンヘン社（韓国）（独

占的開発権・独占的販売権供

与）

台湾 検討中

イノファーマックス社（台湾）

（独占的開発権・独占的販売権

供与）

中国、香港、シ

ンガポール
― ―

＊　当社自社開発

　

(１) SyB L-0501

SyB L-0501の主成分であるベンダムスチン塩酸塩（一般名）は、ドイツにおいて非ホジキンリンパ腫
（注15）

、多

発性骨髄腫及び慢性リンパ性白血病の治療薬（商品名「リボムスチン®」）として長年使用されている抗がん剤

です。この製品の導入の背景としては、第一に、現在、再発・難治性の低悪性度非ホジキンリンパ腫及びマントル細

胞リンパ腫の患者さんには、この分野には優れた薬剤がなく、まさしく当社の企業使命である、空白の治療領域を対

象とした薬剤であること、また当社の強みである分野（血液がん）であることが導入の決め手となりました。この

製品の世界のライセンスの供給元はアステラス製薬株式会社のドイツ子会社であるアステラス・ドイッチラント

GmbHであり、北米においてはセファロン社（米国）が同社よりライセンス供与を受け、既に平成20年３月に慢性リ

ンパ性白血病の治療薬として、平成20年10月には再発性B細胞性非ホジキンリンパ腫の治療薬として、米国食品医薬

品局（ＦＤＡ）より承認を受けています。さらに欧州においてはムンディファーマ社（英国）が、その他の地域に

おいてはヤンセン・シラグ社（英国）が、それぞれライセンス供与を受け、独占的開発及び独占的販売権を保有し

ています。一方、当社はアステラス・ドイッチラント GmbHより日本、中国（香港を含む）、韓国、シンガポール及び

台湾における独占的開発及び独占的販売権の供与を受けています。日本におきましては、平成22年10月27日に再発

・難治性の低悪性度非ホジキンリンパ腫及びマントル細胞リンパ腫を適応症として製造販売承認され、同年12月10

日に発売されました（商品名はトレアキシン®）。

また、適応拡大として、再発・難治性の中高悪性度非ホジキンリンパ腫、初回治療の低悪性度非ホジキンリンパ

腫、マントル細胞リンパ腫、再発・難治性の多発性骨髄腫、慢性リンパ性白血病の開発を進めていますが、今後更に
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ライフサイクル・マネジメントを推進することにより、ベンダムスチンの事業価値の最大化を図ってまいります。

なお、日本市場におきましては、エーザイと共同開発権・独占的販売権を供与する契約を締結しており、エーザイが

本薬剤を販売しています。

次に、当社が権利を有するアジア諸国におきましては、平成21年12月に香港において、低悪性度非ホジキンリンパ

腫及び慢性リンパ性白血病の適応症で承認されました。香港におきましては、独占的開発権・独占的販売権を供与

しているセファロン社が販売しています。また、シンガポールにおきましては、平成22年１月に低悪性度非ホジキン

リンパ腫及び慢性リンパ性白血病の適応症で承認されました。

なお、韓国とシンガポールにおきましては、エーザイと独占的開発権・独占的販売権を供与する契約を締結して

います。既に承認されているシンガポールにおきましては、平成22年９月よりエーザイが本薬剤を販売しています。

また、韓国におきましては、平成23年５月に慢性リンパ性白血病及び多発性骨髄腫の適応症で承認されました。同国

においても、エーザイにより同年10月より販売されています。

その他、中国におきましては、提携先であるセファロン社によって臨床試験が進められており、台湾では、提携先

であるイノファーマックス社（台湾）が平成23年10月18日に承認を取得し、平成24年２月より販売を開始していま

す。

なお、平成24年12月に開催された米国血液学会（American Society of Hematology、以下「ＡＳＨ」）において、

Sarah Cannon Research Institute（米国）のIan W. Flinn氏により、未治療初発進行期低悪性度（indolent）非

ホジキンリンパ腫（NHL）又はマントル細胞リンパ腫（MCL）の患者に対するベンダムスチンとリツキシマブ
（注

16）
の併用療法（BR療法）「BRIGHT試験（第Ⅲ相臨床試験）」の報告がなされ、主要評価項目の完全奏効率（Ｃ

Ｒ）において現在の標準的治療のR-CHOP療法
（注17）

及びR-CVP療法
（注18）

に非劣性を示し、主要目的が検証された

と発表されました。

当該試験は、平成21年４月から開始され北米を中心に実施する第Ⅲ相臨床試験で、低悪性度非ホジキンリンパ腫

並びにマントル細胞リンパ腫の未治療患者
（注19）

447例を、ベンダムスチンとリツキシマブの併用療法群（BR療

法）と、R-CHOP群もしくはR-CVP群に無作為に割り付け、両者の有効性、安全性、ＱＯＬ（Quality of Life）及び無

増悪生存期間（ＰＦＳ）
（注20）

等の比較を行う計画であり、今回は平成24年６月時点の中間結果の報告であり 、Ｐ

ＦＳデータは報告されませんでした 。

評価可能な419例を解析した結果、主要評価項目である完全寛解率（ＣＲ％）は、BR群31％、R-CHOP/R-CVP群25％

であり、BR群はR-CHOP/R-CVP群に対して非劣性であることが示されました。また、奏効率はBR群97％、R-CHOP/R-CVP

群91％で、両群とも高い奏効率が認められ有意差は認められませんでした。

副作用については、両群間において毒性プロファイルに違いが認められ、BR群で多く発現した有害事象は、悪心、

嘔吐、薬剤過敏症、感染症、皮疹であり、R-CHOP/R-CVP群で多く発現した有害事象は、便秘、錯感覚、末梢性感覚ニュー

ロパチー、末梢神経障害、脱毛であることが報告されました。また、R-CHOP群では発熱性好中球減少症が多く発現し、

両群間には支持療法にも違いがみられ、顆粒球コロニー刺激因子（Ｇ－ＣＳＦ）
（注21）

の使用については、BR群の

27％、R-CHOP群の61％に投与されました。また、ＱＯＬについては、全般的にBR群で優れていることが、本学会の別の

口演発表(John M. Burke氏)において報告されました。 

　

(注15) 非ホジキンリンパ腫とは、白血球の中のリンパ球ががん化した悪性腫瘍である悪性リンパ腫のうち、ホジキンリンパ腫以外の総称

です。日本人の悪性リンパ腫では、大半を非ホジキンリンパ腫が占めています。

同疾患に対しては、リツキシマブを第一選択薬として抗体療法が施されますが、その無効・再発の症例に対する治療法は現状では

確立されていません。

(注16) リツキシマブとは、CD20陽性のB細胞性非ホジキンリンパ腫に対し適応を有する抗CD20モノクローナル抗体です。日本においては、

全薬工業株式会社が製造・販売元、中外製薬株式会社が発売元としてリツキサン
®
注10mg/mLを販売しています。

(注17) R-CHOP療法とは、リツキシマブ（rituximab）とシクロホスファミド（Cyclophosphamide）、ドキソルビシン（Doxorubicin）、ビン

クリスチン（Vincristine）、プレドニゾロン（Prednisolone）の併用療法を指します。

(注18) R-CVP療法とは、リツキシマブ（rituximab）とシクロホスファミド（Cyclophosphamide）、ビンクリスチン（Vincristine）、プレ

ドニゾロン（Prednisolone）の併用療法を指します。

(注19) 未治療患者とは、過去に治療を受けたことがない、初回治療患者を指します。

(注20) 無増悪生存期間（ＰＦＳ：Progression Free Survival）とは、病勢の進行が見られない状態で患者が生存している期間をいいま

す。

(注21) Ｇ－ＣＳＦとは、Granulocyte-Colony Stimulating Factorの略で、顆粒球コロニー刺激因子のことです。

　

(２) SyB L-1101/C-1101

SyB L-1101（注射剤）/C-1101（経口剤）（一般名：rigosertib）は、ユニークなマルチキナーゼ阻害作用
（注

22）
を有する抗がん剤です。現在、オンコノバ・セラピューティクス社（米国）によって、米国及び欧州において骨

髄異形成症候群（MDS）及び膵臓がん・卵巣がんを適応として開発が進められています。これらの中で、最も開発が

進んでいる臨床試験は、再発・難治性の骨髄異形成症候群（MDS）を適応症とする第Ⅲ相臨床試験（投与方法：静

脈注射）ですが、当該適応症は平成21年に米国食品医薬品局（ＦＤＡ）より希少疾病医薬品に指定され、また臨床

試験実施計画書についても特別プロトコール査定（ＳＰＡ）
（注23）

を受けています。

上記に加えて、オンコノバ・セラピューティクス社は本剤の経口剤の開発も進めており、骨髄異形成症候群
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（MDS）を適応症とする第Ⅱ臨床試験が進行中です。さらに、固形がんを対象とする第Ｉ相臨床試験も終了し、現在、

膵臓がんを適応症とする第Ⅱ/Ⅲ相臨床試験、卵巣がんを適応症とする第Ⅱ相臨床試験が開始されています。

当社は、オンコノバ・セラピューティクス社との間で、本剤の日本及び韓国における独占的開発権及び独占的販

売権を取得するライセンス契約を平成23年７月に締結しました。本契約に基づき当社は、欧米で開発が最も進んで

いる再発・難治性の骨髄異形成症候群（MDS）の適応症を対象として注射剤での開発を進め、その後、経口剤で初回

治療の骨髄異形成症候群（MDS）の適応症を対象として開発を進める方針です。骨髄異形成症候群（MDS）は、近年

患者数が増加している血液細胞の悪性腫瘍化の前病態であり、高齢者に多く発病し、白血病に移行する可能性が高

い難治性疾患です。特に再発・難治性の骨髄異形成症候群（MDS）に有効な薬剤はないため、未充足の治療領域と

なっています。

当社は骨髄異形成症候群（MDS）の適応以外につきましても、固形がんでの適応取得に向け開発してまいります。

本剤の注射剤、経口剤の開発を適応に応じて使い分けることにより、患者さんにより使いやすい、そしてコンプライ

アンスを考えた治療方法の開発を進めてまいります。

 

(注22) マルチキナーゼ阻害作用とは、がん細胞の増殖、浸潤及び転移に関与する複数のキナーゼを阻害することによりがん細胞を死に至

らしめる作用をいいます。

(注23) 特別プロトコール査定（ＳＰＡ：Special Protocol Assessment）とは、第Ⅱ相臨床試験終了後に、第Ⅲ相臨床試験について、対象

疾患、目的、試験デザイン、主要及び副次評価項目、解析方法などに関してＦＤＡと事前合意し、試験終了後は合意内容を変更せずに

そのまま承認審査での承認要件として認める制度です。この制度を利用することにより、新薬承認申請をした場合に、第Ⅲ相臨床試

験の内容について予め当局による検討が終了しているため、承認申請後における評価、承認が得られやすくなり、より確実に市場へ

の投入が期待できます。

　

(３) SyB D-0701

SyB D-0701は、グラニセトロンを主成分とする経皮吸収型持続性制吐剤であり、がん化学療法や放射線療法時に

出現する悪心・嘔吐
（注24）

を抑制する薬剤です。SyB D-0701は１回の貼付により悪心・嘔吐を抑制する効果が５日

間持続するという特徴を有し、がん化学療法や放射線療法によるがん患者さんの治療をより確実なものとします。

SyB D-0701は、今後増加すると考えられる外来におけるがん化学療法や放射線療法の支持療法
（注25）

として、患

者さんのみならず関連する医療従事者にも大きな利便性をもたらし、患者さんのＱＯＬを向上できるものと期待し

ています。

当社は、アベーレ・ファーマシューティカル社（米国）より日本、中国（香港を含む）、韓国、シンガポール及び

台湾における独占的開発権及び独占的販売権の供与を受けて、開発を進めています。

当社では、よりアンメット・メディカル・ニーズの高い放射線療法に伴う悪心・嘔吐を先行して開発することと

し、現在第Ⅱ相臨床試験を実施しています。

　

(注24) 悪心・嘔吐とは、がん化学療法や放射線療法時の約30～90％に出現する症状といわれ、患者さんにとって最も苦痛を感じる副作用

の１つです。持続する悪心・嘔吐は、脱水、電解質異常や低栄養を引き起こしたり、食欲不振や生理的・心理的不快から闘病意欲に

も影響するといわれ、悪心・嘔吐を最小限にくい止めることは、コンプライアンスを高め、がん治療を成功に導く鍵となります。な

お、嘔吐については以下の３つに分類されます。

1. 急性期嘔吐

抗がん剤投与開始後１～２時間くらいの短時間から 24時間後までに発生する嘔吐。
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2. 遅発性期嘔吐

抗がん剤投与開始後24時間～120時間に発生し、数日間持続することのある嘔吐。

3. 予測性嘔吐

抗がん剤投与の前に発生する嘔吐。

(注25) がん化学療法における支持療法とは、がんに伴う症状や合併症の治療、化学療法や放射線療法における副作用の管理であり、精神的

なサポートも含みます。特にがんに伴う痛み（疼痛）と化学療法及び放射線療法に伴う悪心・嘔吐のコントロールは、がん治療に

おいて重要なものとなっています。

　

(参考) 医薬品研究開発の一般的な進行について

医薬品研究開発のプロセスは以下のとおりであり、通常、(a)から(f)までに10年から17年程度かかるといわれて

います。

　

（医薬品研究開発のプロセス）

(a) 基礎研究

(b) 前臨床試験（非臨床試験）

(c) 臨床試験（治験）

(d) 申請及び承認

(e) 薬価申請・収載

(f) 上市販売

(g) 製造販売後調査

　

(a) 基礎研究

新薬のもとになる候補物質を探し出すプロセスです。化学物質、微生物、遺伝子などの研究から、将来薬となる

可能性がある新しい物質(成分)を発見したり、化学的に作り出すための研究であり、一般的には研究所などで実

施されます。

　

(b) 前臨床試験（非臨床試験）

(a)で特定された薬剤候補化合物を対象に、生物学的試験として、動物や培養細胞を用いて安全性や有効性に

ついて調べる、いわゆる動物に対して実施する試験です。また、化学的試験として、製造方法、原薬及び製剤の規

格・安定性を調べるなどの試験があります。

　

(c) 臨床試験（治験）

前臨床試験の結果、有効性及び安全性の観点から有用な医薬品になり得る可能性が認められた場合、十分な検

討の上で、実際にヒトを対象とした有効性及び安全性の検証を行う、臨床試験（治験）が行われます。治験はさ

らに３段階にわかれ、それぞれ参加者の同意を得た上で行われますが、その内容は以下のとおりです。

① 第Ⅰ相臨床試験

第Ⅰ相は、治療効果を見ることを目的とせず、比較的少数の健康な志願者を対象に主に副作用と安全性を確

認する試験です。

② 第Ⅱ相臨床試験

第Ⅱ相は、通常、患者における治療効果の探索を主な目的とする試験を開始する段階です。少数の患者さん

を対象に、有効性と安全な投薬量や投薬方法を確認する試験です。

③ 第Ⅲ相臨床試験

第Ⅲ相は、第Ⅱ相よりも投与患者数をさらに増やし、治療効果の既存薬剤との比較データ、副作用のデータ

等を収集することによって、有効性と安全性について検証し、新薬として承認されるための適切な根拠となる

データを得ることを目的とした試験です。

　

(d) 申請及び承認

治験で有効性や安全性などが証明された治験薬について、新薬承認申請書類を作成し、厚生労働省に製造販売

承認の申請を行います。数段階の審査を受け、承認されて初めて「薬」として市場に出ることになります。ちな

みに基礎研究段階で新薬候補とされた物質（成分）の内、製造販売承認を得ることができるものはわずか２万

分の１から２万５千分の１といわれております。

　

(e) 薬価申請・収載

新薬の価格（以下「薬価」）を厚生労働省へ申請し、開発コスト、類似薬や諸外国の価格を参考に価格の承認

を受けます。これを薬価収載といいます。

　

(f) 上市販売
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薬価収載が完了し、実際に薬を販売できる状況になることを上市といい、この段階から販売が可能になりま

す。

　

(g) 製造販売後調査

販売を開始した後に、病院などの医療機関でさらに多くの患者さんに投与された結果を元に、臨床開発段階で

は発見できなかった副作用や適正使用情報などの収集が行われ、厚生労働省に報告を行います。
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４【関係会社の状況】

該当事項はありません。
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５【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

　 平成24年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

76（13）     45.6     3.3     10,868

（注）１．従業員数は就業員数（契約社員を含む）であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員）は、年間の平均人

員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３. 当社の事業は、医薬品等の研究開発及び製造販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、セグ

メント別の記載を省略しております。

　　

(2) 労働組合の状況

労働組合は組成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国の経済は、震災復興需要等による下支え効果は継続するものの、長期化する円高・欧州

債務問題に端を発する海外経済減速や日中関係の影響などもあり、弱含む展開となりました。その後、12月の政権交代

をきっかけに円安が進み、株価も持ち直すなど明るさの兆しが見えはじめたものの、依然として先行き不透明な状況

が続いています。

当医薬品業界においては、薬価改定（平成24年４月実施）、後発医薬品の使用促進等の医療費抑制策により、特に新

薬メーカーにとって厳しい経営環境が続きました。

このような状況下、当事業年度における当社事業の進捗状況は以下のとおりです。

　

① 国内

[SyB L-0501（一般名：ベンダムスチン塩酸塩、商品名：トレアキシン®）]

抗がん剤 SyB L-0501については、業務提携先のエーザイ株式会社（以下「エーザイ」という）を通じ、再発・難

治性の低悪性度非ホジキンリンパ腫及びマントル細胞リンパ腫を適応症として、平成22年12月より国内販売を行っ

ています。　

本剤については、４つの適応症を対象として開発を進めています。

再発・難治性の中高悪性度非ホジキンリンパ腫を対象とした第Ⅱ相臨床試験（日韓共同試験）については、臨床

試験データの分析・評価を完了したものの、医薬品医療機器総合機構との申請前相談の結果を踏まえ、当事業年度

に計画していた承認申請を見送ることとしました。

当該第Ⅱ相臨床試験は、治療歴を有する再発・難治性の中高悪性度非ホジキンリンパ腫の適応を対象に、SyB

L-0501とリツキシマブ併用時の有効性及び安全性を確認することを目的として、日本及び韓国の計25施設において

実施されました。この試験においては63症例が登録され、うち59症例が解析対象となりました。その結果、奏効率は

62.7％で、このうち完全寛解率は37.3％と高い有効性が示されました。また、無増悪生存期間（ＰＦＳ）の中央値は

200日に至り、再発・難治性の非ホジキンリンパ腫の患者さんの予後を改善する可能性が示されました。副作用は臨

床的に管理可能であり、高齢者にも適用可能でした。

なお、本試験結果の詳細については、平成24年６月にシカゴで開催された米国臨床腫瘍学会（ＡＳＣＯ）におい

て、名古屋第二赤十字病院の小椋美知則先生より発表されました。

さらに、平成24年10月に京都市で開催された第74回日本血液学会学術集会においても、国立がん研究センター中

央病院の飛内賢正先生より、本試験結果についての概要が発表されました。

本適応症に対する今後の開発方針については、業務提携先であるエーザイと協議を行い決定してまいります。

初回治療の低悪性度非ホジキンリンパ腫及びマントル細胞リンパ腫を対象とする第Ⅱ相臨床試験については、平

成24年12月末現在において、目標症例数67症例に対し、残り１症例まで患者登録を進めました。

再発・難治性の多発性骨髄腫を対象とする第Ⅱ相臨床試験については、目標症例数44症例に対し17症例まで患者

登録を進めました。

この他にも当事業年度には、慢性リンパ性白血病を対象とする国内第Ⅱ相臨床試験の準備を進め、平成24年12月

には治験届が当局によって受理されました。なお、本剤は平成24年６月に、慢性リンパ性白血病を対象とするオー

ファンドラッグ（希少疾病医薬品）に指定されています。

　

[SyB L-1101（注射剤）/SyB C-1101（経口剤）（一般名：rigosertib）]

抗がん剤 SyB L-1101（注射剤）については、平成24年３月に血液細胞の悪性腫瘍化の前病態である再発・難治

性の骨髄異形成症候群（MDS）を対象とする国内第Ⅰ相臨床試験の治験届が受理されました。その後、平成24年６月

に最初の患者登録が行われ、国内第Ⅰ相臨床試験を開始しました。

一方、抗がん剤 SyB C-1101（経口剤）については、平成24年12月に骨髄異形成症候群（MDS）を対象とする国内

第Ｉ相臨床試験の治験届が受理されました。

なお、本剤の導入元であるオンコノバ・セラピューティクス社（米国）は、平成24年９月にバクスター・イン

ターナショナル社（米国）と本剤の欧州市場における業務提携を発表しました。

この業務提携が成立したことにより、rigosertibの欧米での開発・商業化が加速されるとともに、これらの海外

での臨床試験のデータを活用することで、当社が開発・販売権を有する日本及び韓国において、早期の承認取得の

可能性が高まることが期待されます。
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[SyB D-0701]

経皮吸収型持続性制吐剤 SyB D-0701については、平成24年10月に、放射線療法に伴う悪心・嘔吐を対象とする第

Ⅱ相臨床試験の症例登録が完了しました。

　　

② 海外

SyB L-0501については、台湾において平成24年２月に業務提携先であるイノファーマックス社（台湾）により販

売が開始されました。その他、シンガポールと韓国での販売も概ね計画通りに推移しました。なお、シンガポールと

韓国においては、国内と同様エーザイ（現地法人）を通じて販売を行っています。

　

③ 経営成績 

以上の結果、当事業年度の売上高は、SyB L-0501の国内及びアジア向けの商品販売により、1,955,178千円（前期

比3.9％増）となりました。

一方、販売費及び一般管理費は、SyB L-0501の各適応症の臨床試験、SyB D-0701の臨床試験、SyB L-1101の臨床試

験の費用等が発生したこと等により研究開発費1,438,125千円（前期比26.1％減）を計上し、さらに、その他の販売

費及び一般管理費855,128千円（前期比9.6％増）を計上したことから、合計で2,293,253千円（前期比15.8％減）

となりました。

これらの結果、当事業年度の営業損失は1,700,273千円（前年同期は営業損失2,066,846千円）となりました。ま

た、為替差損及び社債発行費を主とする営業外費用36,516千円を計上したこと等により、経常損失は1,729,480千円

（前年同期は経常損失2,095,382千円）、当期純損失は1,733,320千円（前年同期は当期純損失2,104,513千円）と

なりました。

なお、当社の事業は医薬品等の研究開発及び製造販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、セ

グメント別の記載を省略しています。

　

(2）キャッシュ・フロー

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により資金が減少したこと、並び

に固定資産の取得等に伴う投資活動による資金の減少等により、前事業年度末に比べ2,070,956千円減少し、当事業年

度末では4,240,022千円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりです。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

たな卸資産42,575千円、未収消費税等30,076千円及び立替金25,552千円等の減少、仕入債務20,814千円の増加等

の増加要因があったものの、税引前当期純損失1,729,520千円の計上、未払金82,105千円の減少等の減少要因によ

り、1,658,588千円の減少となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

定期預金の預入300,000千円、有価証券の取得300,000千円等による資金の減少により、410,563千円の減少となり

ました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

リース債務の返済による支出により、719千円の減少となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は生産を行っていないため、該当事項はありません。

　

(2) 商品仕入実績

当事業年度の商品仕入実績は次のとおりであります。

　

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

商品仕入高（千円） 前年同期比（％）

商品仕入 1,321,514 92.2

合計 1,321,514 92.2

（注）１．当社の事業は、医薬品等の研究開発及び製造販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、セグ

メント別の記載を省略しております。

２．金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注実績

当社は受注生産を行っていないため、該当事項はありません。

　

(4) 販売実績

当事業年度の販売実績は次のとおりであります。

　

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

販売高（千円） 前年同期比（％）

商品販売 1,955,178 119.8

マイルストン収入 － △100.0

合計 1,955,178 103.9

（注）１．当社の事業は、医薬品等の研究開発及び製造販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、セグ

メント別の記載を省略しております。

２．最近２事業年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。

相手先

前事業年度
（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

エーザイ株式会社 1,872,471 99.5 1,929,615 98.7

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当社は、以下の点を主要な経営課題ととらえ、取り組んでまいります。

① パイプラインの更なる充実について

　創薬ベンチャー企業として企業価値を高めるためには、開発候補品を継続的に導入し、パイプラインを充実させて

いく必要があります。

　現在、当社はパイプラインに４品目（SyB L-0501、SyB D-0701、SyB L-1101、SyB C-1101）を有していますが、今後

もパイプラインの更なる拡充に向けて、新規の開発品の導入を積極的に進めてまいります。また、現在、複数の新規

候補品の評価を進めています。

　

② トレアキシン®（SyB L-0501）とrigosertib（リゴサチブ）（SyB L-1101 / C-1101）のライフサイクル・マ

ネジメントの追求

　企業価値を高めるためには、開発候補品の導入だけではなく、導入した開発品の適応症を追加することにより、開

発品目あたりの収益の最大化を図る、ライフサイクル・マネジメントを追求することが重要となります。

　トレアキシン®は、再発・難治性の低悪性度非ホジキンリンパ腫及びマントル細胞リンパ腫を適応症として製造

販売承認を取得していますが、その他にも４つの適応症を対象として開発を進めています。再発・難治性の中高悪

性度非ホジキンリンパ腫については、既に第Ⅱ相臨床試験を完了し申請前機構相談を行い追加試験を求められたこ

とから、継続して協議を進めています。初回治療の低悪性度非ホジキンリンパ腫及びマントル細胞リンパ腫、再発・

難治性の多発性骨髄腫の第Ⅱ相臨床試験については症例集積を進めています。また、慢性リンパ性白血病の第Ⅱ相

臨床試験の治験届が受理されており、今後、症例集積を進めてまいります。

　rigosertib（リゴサチブ）については、現在、注射剤と経口剤で骨髄異形成症候群を対象として開発を進めていま

す。骨髄異形成症候群は優れた治療薬がないため医療ニーズが極めて高い治療領域のひとつです。また、オンコノバ

社により、米国において膵臓がんを対象として第Ⅱ相臨床試験が進められており、その結果を見て日本においての

臨床試験の実施の判断をする予定です。

　今後、更なる適応症追加を行いライフサイクル・マネジメントを追求することにより、トレアキシン®及び

rigosertib（リゴサチブ）の事業価値の最大化を図ってまいります。

　

③ アジア地域等への展開について

　当社は日本のみならず、中国・韓国・台湾・シンガポールの４ヶ国を戦略地域として位置付けています。これらの

地域は高い経済成長とともに医療分野も高成長が期待されており、当該地域における事業展開は、当社の経営戦略

において今後一層重要性が高まると考えています。

　当社のパイプラインにおいては、SyB L-0501及びSyB D-0701の開発・販売対象国は、日本のみならず中国・韓国・

台湾・シンガポールが含まれています。また、SyB L-1101/C-1101の開発・販売対象国には、日本の他に韓国が含ま

れており、現在、韓国においての承認申請の検討を進めています。当社は、これら薬剤のアジア地域における臨床試

験の開始、販売認可の取得を積極的に進めてまいります。

　

④ 人材の確保について

当社の経営資源の第一は人であると考えています。優秀な人材なくして、新薬の探索、開発において優れた成果を

あげることはできません。当社は継続的に優秀な人材の採用を行っており、上場後、特に経営組織をより強固にすべ

く優れた人材を採用してまいりました。また、ＯＪＴや研修等による人材育成を通じて、人材の更なる強化を図って

まいります。

　

⑤ 財務上の課題について

当社は、パイプラインの開発進展、開発候補品の増加等に伴い、研究開発費を中心とする事業活動に合わせて資金

を調達する必要があります。

　従って、引き続き資金調達手法の多様化を進めるとともに、予算管理の徹底を通じてコスト抑制を図ることで、財

務基盤の更なる強化に努めてまいります。
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４【事業等のリスク】

当社の事業活動においてリスクとなる可能性があると考えられる主な事項について記載しています。また、当社と

して必ずしも重要なリスクとは考えていない事項についても、投資判断の上で、あるいは当社の事業活動を理解する

上で重要と考えられる事項については、投資家及び株主に対する積極的な情報開示の観点から開示しています。当社

は、これらのリスクが発生する可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の適切な対応に努める方針です

が、本株式に関する投資判断は、以下の記載事項及び本書中の本項以外の記載を慎重に検討した上で行なわれる必要

があると考えます。また、以下の記載は当社株式への投資に関連するリスクへの全てを網羅するものではありません。

なお、文中における将来に関する事項は、本報告書提出日現在において当社が判断したものです。

　

① 医薬品の開発事業全般に関するリスク

当社は、製薬企業、バイオベンチャー企業等が創出した開発候補品を導入し、これらを医薬品として開発する事業

を主たる業務としています。医薬品の研究開発の分野は、巨大製薬企業をはじめとする多数の強力な競合が存在し、

さらに当社を含むいわゆる創薬ベンチャー企業が質とスピードを競い合う業界です。また、開発から製造及び販売

に至る過程には多くの規制が存在し、長期間にわたり多額の資金を投入して事業活動を推進する必要があります。

その将来性は不確実性を伴うものであり、当社の現在及び将来における事業についてもこのようなリスクが付随し

ています。

　

ア. 医薬品開発の不確実性について

一般的に、製品上市に至る医薬品開発の過程は長期かつ多額の費用を要し、開発が成功する確率は決して高く

なく、開発のいずれの段階においても中止や遅延の判断をすることは稀ではありません。医薬品開発においては、

様々な開発過程を段階的に進めていく必要があり、それぞれの段階において、開発続行の可否が判断されます。

従って、その開発途上で中止の決定を行うことは稀なことではなく、開発が順調に進み製品化される確率は低い

ものとされています。また、開発に成功し、上市された後も、定期的または臨時で当該時点における医学・薬学等

の学問水準に照らして、有効性及び安全性を確認するために再評価が行われ、有用性が認められないとされた場

合、あるいは重篤な副作用等により健康被害が拡大する恐れがある場合（詳細は「カ．副作用に関するリスクに

ついて」を参照）には、有用性または副作用を原因として承認が取り消されるリスクがあります。このようなリ

スクを低減・分散するため、当社ではパイプラインを複数保有するとともに、極力ヒトでＰＯＣが確認された開

発候補品を優先して導入するよう努めていますが、当社のような小規模な創薬ベンチャー企業にとって、ひとつ

の開発候補品がパイプラインから脱落することの影響は大きく、その場合当社の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

イ. 収益の不確実性について

当社が開発を進めている製品から収益を得るためには、当社単独あるいは第三者と共同で、これら開発候補品

の開発、規制当局からの承認、製造及び販売のすべての段階において成功を収める必要があります。しかしなが

ら、当社は、これらの活動において、必ずしも成功しない可能性もあり、また、成功したとしても当社の事業を継続

するために必要な採算性を確保できない可能性もあります。当社は現在、パイプラインに４品目を保有しており、

そのうち抗がん剤 SyB L-0501は平成22年10月27日に再発・難治性の低悪性度非ホジキンリンパ腫及びマントル

細胞リンパ腫を適応症として、国内製造販売承認を取得しましたが、その追加適応として、再発・難治性の中高悪

性度非ホジキンリンパ腫の第Ⅱ相臨床試験を完了し、初回治療の低悪性度非ホジキンリンパ腫及びマントル細胞

リンパ腫および再発・難治性の多発性骨髄腫の第Ⅱ相臨床試験を実施しています。また、経皮吸収型持続性制吐

剤 SyB D-0701では第Ⅱ相臨床試験の症例登録を完了しているほか、平成23年７月に導入した抗がん剤 SyB

L-1101（注射剤）/SyB C-1101（経口剤）については、再発・難治性の骨髄異形成症候群（MDS）を適応症として

注射剤での国内第Ⅰ相臨床試験を実施中であり、また、骨髄異形成症候群（MDS）を適応症とする経口剤での国内

第Ｉ相臨床試験の治験届が受理されています。当社はこれらの開発を推進し、製品上市に至ることにより収益を

獲得するべく事業活動を行っています。また、開発品によっては開発・販売に関して他の製薬企業と提携契約を

締結し、早期に収益化を図ることも想定しています。しかしながら、これらのパイプラインが製品として上市する

までには相当の時間を要することが予想され、また、製品として上市される、あるいは他の製薬企業と提携契約を

締結できる保証はありません。なお、当社は、現時点で想定している適応疾患の選定や提携手法・マーケティング

手法等について、既承認の医薬品の市場規模やマーケティング実績等をもとに十分に将来の採算性を見込めるも

のと判断していますが、万一この判断が誤っていた場合、あるいはこの判断の基礎となる状況に変化が発生し当

社がその変化に迅速に対応できなかった場合には、当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

大きな影響を及ぼす可能性があります。
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ウ. 遵守すべき法的規制等及び医療保険制度等の不確実性について

当社が参画する医薬品業界は、研究、開発、製造及び販売のそれぞれの事業活動において、各国の薬事法及び薬

事行政指導、その他関係法令等により様々な規制を受けており、当社は薬事法をはじめとする現行の法的規制及

び医療保険制度、それらに基づく医薬品の価格設定動向等を前提として事業計画を策定しています。しかしなが

ら、当社が開発を進めている製品が現実に製品として上市されるまでの間、これらの規制や制度・価格設定動向

等が変更される可能性もあります。もしこれらに大きな変更が発生した場合には、当社の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に大きな影響を及ぼす可能性があります。

　

エ. 海外における開発・販売に関するリスクについて

当社は日本のみならず、経済成長とともに医療ニーズの拡大が予想されるアジア地域についても戦略事業領域

として位置付け、医薬品事業を展開しています。一方、海外市場においても、医薬品の開発・販売事業の展開に際

し、一般的に多額の資金と事業リスクを伴うため、当社では開発品によっては海外の開発権、販売権を製薬企業等

に導出し、投資資金及び事業リスクの低減を図っています。当社が保有する権利の導出にあたっては、慎重に

デューディリジェンスを実施した上で企業選定を行い、かつ導出後も適宜モニタリングを実施していますが、導

出先の経営状況や各国の規制、競争環境等の変動により、当初期待していた通りには開発、販売が進捗せず、計画

通りのマイルストン収入、ロイヤリティ収入等が得られないことにより、当社の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

オ. 医薬品業界の競合関係について

医薬品業界は、国際的な巨大企業を含む国内外の数多くの製薬企業や研究機関等により、激しい競争が繰り広

げられており、その技術革新は急速に進歩している状態にあります。これらの競合相手の中には、技術力、マーケ

ティング力、財政状態等が当社と比較して優位にある企業が多数あり、当社開発品と競合する医薬品について、有

効性の高い製品を効率よく生産・販売する可能性があります。従って、これら競合相手との開発、製造及び販売の

それぞれの事業活動における競争の結果次第で、当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に大

きな影響を及ぼす可能性があります。

　

カ. 副作用に関するリスクについて

医薬品は、臨床試験段階から市販後に至るまで、予期せぬ副作用が発現する可能性があります。これらのうち重

篤または予期せぬ副作用が発現した場合、賠償問題の発生や、状況次第では臨床試験の遅れ、開発中止に至るリス

クを伴います。さらに、健康被害が拡大する恐れがある場合、承認取消・販売中止に至るリスクを伴います。賠償

問題に関しては、当社は必要な損害保険に加入することにより、このような事態が発生した場合の財政的負担を

最小限に留めるべく対応していますが、賠償額が当該保険により補償される範囲を超える可能性は否定できませ

ん。このような場合は、当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重大な影響を及ぼす可能性が

あります。

　

キ. 製造物責任について

医薬品の開発及び製造には、製造物責任賠償のリスクが伴います。当社は将来、開発したいずれかの医薬品が健

康被害を引き起こし、または臨床試験、製造、営業若しくは販売において不適当な事項が発見された場合には、製

造物責任を負い、当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重大な影響を及ぼす可能性があり

ます。また、製造物責任賠償請求がなされることによるイメージ低下により、当社及び当社の医薬品に対する信頼

が損なわれ、当社の事業に影響を及ぼす可能性があります。

　

② 当社の事業遂行上のリスク

ア. 当社のビジネスモデルについて

当社は自社で研究設備・製造設備は保有せず、がん、血液、自己免疫疾患領域における希少疾病分野を中心に、

主にヒトでＰＯＣが確立された開発候補品を製薬企業、バイオベンチャー企業等より導入し、これらを日本並び

にアジア諸国（中国、韓国、台湾及びシンガポール等）で医薬品として開発・販売することにより収益化を図る

ビジネスモデルを採用しています。また、パイプラインの開発・販売においては、他の製薬企業と提携することも

計画しています。しかしながら、これらの条件を満たす開発候補品を継続的に導入し、また、これらの提携先企業

を確保できる保証はありません。また、導入候補品については主に希少疾病分野を対象としていることから、当社

が期待する売上高が確保できない可能性もあります。このような場合、当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ

・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。上記に加えて、医薬品業界の競争環境や、当社の財政状態等の

変化に伴い、今後、当社のビジネスモデルの変更を余儀なくされる可能性があります。その場合、当社の事業に大

きな影響を及ぼす可能性があります。

　

イ. 特定の取引先への依存度について
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当社は生産設備を持たない創薬ベンチャー企業であるため、開発品の臨床試験並びに上市後の販売においては

他社より製品の供給を受けることとなります。この場合、製品供給元の財政状態、生産状況などによっては、当社

の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に大きな影響を及ぼす可能性があります。また、パイプライ

ンの開発・販売については、現時点では製薬企業との提携に重点を置いた事業計画を有しています。しかしなが

ら、相手先企業の経営環境の極端な悪化や経営方針の変更など、当社がコントロールし得ない何らかの事情によ

り、当初の計画通り事業が進捗しない可能性があります。また、契約書に定められた契約解除事項に抵触した場合

等には、期間満了前に終了する可能性もあります。その場合には当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に重大な影響を及ぼす可能性があります。また、一般に当社のような創薬ベンチャー企業の提携にお

いては、製品上市前の収益として、「契約一時金」「開発協力金」「マイルストン」を見込むものとなりますが、

このうちマイルストンは所定の成果達成に基づく収益であることからきわめて不安定で予測の困難な収益であ

り、開発の進捗に遅延等が発生した場合には当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に大きな

影響を及ぼす可能性があります。

　

ウ. 知的財産権に関するリスクについて

当社は医薬品の開発活動において様々な知的所有権を使用していますが、これらは基本的に製薬企業、バイオ

ベンチャー企業等より使用許諾を受けた権利です。しかしながら、当社が導入する開発候補品について、導入元企

業における出願中の特許が登録に至らない可能性があります。また、当社が使用許諾を受けた知的所有権に優位

する知的財産権が第三者によって生み出される可能性を完全に回避することは困難であり、こうした結果、当社

の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重大な影響を及ぼす可能性があります。なお、本書発表日

現在において、当社の開発に関連した特許権等の知的財産権について、第三者との間で訴訟が発生した事実はあ

りませんが、海外の製薬企業より平成21年６月に警告書が送付されています。当該会社の主張は、当社の開発品

が、当該会社の保有する製品の日本特許を侵害することがないよう求めるものです。当社は、弁理士、弁護士への

相談を踏まえ、当該主張には理由がないものと考えており、また、平成21年６月以降当該会社から何らの請求もな

いため、現状においては紛争状態にはないものと理解していますが、万一当該会社との間で紛争が生じた場合は、

当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重大な影響を及ぼす可能性があります。当社は、今後

発生しうるこのような問題を未然に防止するため、開発候補品の導入にあたっては、弁護士との相談や特許事務

所を通じた特許調査を適宜実施していますが、第三者の知的所有権の侵害に基づく将来の係争を完全に回避する

ことは困難であり、当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重大な影響を及ぼす可能性があ

ります。なお、当社が導入する開発候補品は、必ずしも特許で保護されているとは限りません。もっとも、当社の開

発候補品が特許を有していない場合であっても、当該開発候補品が規制当局より製造販売承認の際に再審査の指

定を受けた場合には、再審査期間は後発医薬品の参入が実質的に制限されるため、一定期間市場独占的な保護を

受けることとなります。

　

エ. 情報管理について

当社パイプラインの開発並びにその他事業遂行等に関する重要な機密情報が流出するリスクを低減するため

に当社は、役職員、科学的諮問委員会（ＳＡＢ）メンバー、外注委託先、取引先等との間で、守秘義務等を定めた契

約を締結するなど、厳重な情報管理に努めています。しかしながら、役職員、ＳＡＢメンバー、外注委託先、取引先

等によりこれが遵守されなかった場合等には、重要な機密情報が漏洩する可能性があり、このような場合には当

社の事業や財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

オ. 重要な契約に関する事項

当社の事業展開上重要と考えられる契約につき、将来、期間満了、解除、その他何らかの理由により契約の終了

が生じた場合、当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重大な影響を及ぼす可能性がありま

す。

　

③ 組織に関するリスク

ア. 社歴が浅いことについて

当社は、平成17年３月に設立された、社歴の浅い企業です。また当社は、創業時より開発候補品の導入活動を開

始し、ゼロベースから医薬品開発事業を立ち上げ、平成22年８月に、創業以来初となる製品売上による収益を計上

しました。今後、未だ経験していない事業上のトラブルが発生する可能性はありますが、当社の業績に影響を及ぼ

すような外部環境の変化を予想することは現状においては困難です。従って、今後当社が成長を続けられるか等

を予測する客観的な判断材料として過年度の経営成績だけでは、不十分な面があると考えられます。

　

イ. 小規模組織であることについて

当社の研究開発活動については、業務受託企業（ＣＲＯ等）を活用することにより、比較的少人数による開発

体制を敷いていますが、今後の既存パイプラインの開発推進及び新規開発候補品のパイプライン化に伴い、さら

なる研究開発人員の増加を計画しています。しかしながら、何らかの理由により業務受託企業との関係が解消さ
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れた場合や、計画通りの人員の確保ができない場合、あるいは既存人員の流出が生じた場合には、当社の事業活動

に支障が生じ、当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

ウ. 特定人物への依存度について

当社の代表取締役社長の吉田文紀は、当社創業者として、創業当時より経営全般にわたる事業の推進者として

中心的な役割を担ってまいりました。従って、何らかの理由により、同氏の業務の遂行が困難となった場合には、

当社の事業運営に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

エ. 科学的諮問委員会（ＳＡＢ）について

当社は、新規開発候補品の導入評価に関する社長の諮問機関として、科学的諮問委員会（ＳＡＢ）を組成し、優

れた実績と経験を有すると判断する臨床医や基礎科学者を招聘しています。この科学的諮問委員会（ＳＡＢ）

は、毎年２～３回開催され、世界中から集まる膨大な新薬候補品について、医療ニーズの高さや収益性などの観点

も踏まえ、リスクバランスのとれたポートフォリオを構築するために、それぞれの専門の立場から活発に意見交

換や議論を行っています。当社は、今後も優秀なＳＡＢメンバーの確保に努めてまいりますが、現在のメンバーと

の間の契約が解除、期間満了、更新拒絶、その他の理由で終了するなど、何らかの理由によりメンバーの確保が困

難となった場合や、メンバーの流出が生じた場合には、当社の開発候補品導入の推進に影響を及ぼす可能性があ

ります。

　　

④ 経営成績の推移について

ア. 過年度における業績推移について

当社の主要な経営指標等の推移は以下のとおりです。

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期
決算年月 平成20年12月平成21年12月平成22年12月平成23年12月平成24年12月

事業収益（千円） 1,630,0291,191,1271,449,9721,882,5211,955,178
営業利益又は営業損
失（△）（千円）

132,859△208,027△612,793△2,066,846△1,700,273

経常利益又は経常損
失（△）（千円）

24,169 △214,072△638,375△2,095,382△1,729,480

当社の現在までの売上高は、第５期までは提携契約に基づく収益（契約一時金収入、マイルストン収入等）の

みであり、第６期よりこれらに加え商品の販売による売上高を計上しています。また、現在まで、第４期を除き、研

究開発費やその他一般管理費の合計が収益を上回り、営業損失、経常損失、当期純損失を計上しています。このた

め、過年度の財務経営指標は期間業績比較を行うための材料としては不十分であると考えられ、今後の当社業績

を予測する材料としては不十分な面があります。

　

イ. 研究開発費の増加予測について

当社の過去５期間の研究開発費の推移は以下のとおりです。

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期
決算年月 平成20年12月平成21年12月平成22年12月平成23年12月平成24年12月

研究開発費（千円） 868,241 816,5011,118,1821,945,0291,438,125

当社は、今後さらに研究開発活動を推進する計画であり、当面の間、累積損失は増大するものと想定されます。

今後、SyB L-0501の追加適応拡大による商品販売収入の増大、並びに製薬企業等との提携に基づき発生する収入

等により、経営成績の早期改善を図ってまいりますが、当社の想定どおりに早期改善が実現する保証はありませ

ん。
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ウ. マイナスの繰越利益剰余金を計上していることについて

当社は、創薬ベンチャー企業であり、臨床段階にある開発品が上市し、商品販売収入並びにロイヤリティ収入等

の安定した収益を受ける体制となるまでは、多額の研究開発費用が先行して計上されることとなります。そのた

め、創業以来第４期を除き当期純損失を計上しており、第８期事業年度末には△7,146,411千円の繰越利益剰余金

を計上しています。

当社は、パイプラインの開発を計画通り、迅速、効率的かつ着実に推進することにより、早期の利益確保を目指

していますが、将来において計画通りに当期純利益を計上できない可能性もあります。また、当社の事業が計画通

りに進展せず、当期純利益を獲得できない場合には、マイナスの繰越利益剰余金がプラスとなる時期が著しく遅

れる可能性があります。

　

エ. 資金繰りについて

当社は創薬ベンチャー企業として多額の研究開発資金を必要とします。事業計画が計画通りに進展しない等の

理由から資金不足が生じた場合には、戦略提携内容の変更、新規提携契約の獲得、新株発行等の方法による資金確

保に努めますが、必要なタイミングで資金を確保できなかった場合には、当社事業の継続に重大な懸念が生じる

可能性があります。

　

オ. 税務上の繰越欠損金について

当社には現在、税務上の繰越欠損金が存在しています。そのため、現在は通常の税率に基づく法人税、住民税及

び事業税が課せられておらず、今後も数期間はこの状態が続くものと想定しています。

しかしながら、将来事業計画の進展から順調に当社業績が推移するなどして想定よりも早期に繰越欠損金が解

消され、これによる課税所得の控除が受けられなくなった場合には、通常の税率に基づく法人税、住民税及び事業

税が課せられることとなり、現在想定している当期純利益若しくは当期純損失及びキャッシュ・フローの計画に

影響を及ぼす可能性があります。

　

⑤ その他のリスク

ア. 株主還元政策について

当社は創業以来配当を実施していません。当社の現時点における事業ステージは、医薬品開発の先行投資の段

階にあるため、今後も当面は資金を財務体質の強化及び研究開発活動の継続的な実施に優先的に充当し、配当は

行わない方針です。しかしながら、当社では株主への利益還元を経営の重要な課題と認識しており、今後の経営成

績及び財政状態を勘案し、利益配当についても検討してまいります。

　

イ. 資金調達について

急速な事業規模の拡大に伴い、開発資金の需要増加が予想されることから、株式発行等による資金調達を実施

していく可能性があります。その場合には、当社の発行済株式数が増加することにより、１株当たりの株式価値は

希薄化する可能性があります。

　

ウ. 潜在株式の行使による当社株式価値の希薄化について

当社は、当社取締役、従業員等の業績向上に対する意欲や士気を高め、また優秀な人材を確保する観点から、ス

トック・オプション制度を導入しており、旧商法第280条ノ19、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21、並び

に、会社法第236条、第238条、第239条及び第240条の規定に基づき、新株予約権を取締役、従業員に対して付与して

います。

また、当社は、平成24年12月27日に開催した取締役会において、第三者割当の方法による第１回無担保転換社債

型新株予約権付社債（発行価額の総額10億円）並びに第29回新株予約権（発行価額の総額5,100千円、新株予約

権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額の総額５億円）の発行決議を行い、平成25年１月15日に

1,005,100千円の払い込みが完了しました。

本報告書提出日の前月末現在における上記新株予約権の目的となる株式数（以下「潜在株式数」といいま

す）は合計3,372,150株となり、発行済株式数及び潜在株式数の合計の約12.8％を占めています。

今後、これらの潜在株式の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値は希薄化する可能性があり

ます。また、当社は今後も優秀な人材確保のために、同様のインセンティブプランを継続して実施する可能性があ

ります。従って、今後付与する新株予約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値は希薄化する

可能性があります。
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エ. 過去の新株予約権の無届募集等に関する法的リスクについて

当社では、平成17年３月の創業時より長期インセンティブプランとしてストック・オプション制度を採用して

おり、役員・従業員のみならず、社外協力者も含めて新株予約権の付与を行ってまいりました。

新株予約権の付与にあたっては、制度開始当初より少人数私募の取得勧誘の相手方の人数計算に関して、役員、

使用人の人数は除外されるとの旧証券取引法の規定に留意し発行を行ってまいりました。しかしながら、平成19

年９月の金融商品取引法改正に伴い、金融商品取引法施行令第２条の12の適用除外（役員、使用人等以外に新株

予約権を付与した場合、少人数私募の取得勧誘の相手方の人数計算から役員、使用人等が除外される規定が適用

されないというもの）を規定する「企業内容等に関する開示ガイドライン」（開示ガイドライン）が改訂され

た後も、法令改正情報の収集並びに当該改正の当社への影響等を検討する社内態勢が十分に機能していなかった

ために、引き続き旧証券取引法の規定に準拠して新株予約権を発行しました。

その結果、平成20年10月、平成21年３月、平成22年３月の新株予約権発行において、募集人数が50名以上となり、

本来有価証券届出書の提出が必要であったところ、当該届出書を提出せず、無届募集となりました。

本件事実の判明後、当社は、直ちに関東財務局に報告を行うとともに、事実関係の調査と原因究明を徹底的に行

い、本来提出すべきであった全ての法定開示書類を平成22年８月に関東財務局に提出しました。本報告書提出日

現在、開示書類の未提出はありません。

さらに、これと並行して実施した発生原因に関する社内調査結果、並びに外部専門家の助言等を踏まえ、「１．

全社に対する法令遵守の再徹底」「２．法令遵守態勢の整備と社内組織の態勢強化」「３．コンプライアンス

委員会の機能強化」「４．社外専門家との関係強化・積極活用」「５．監査役会、内部監査室によるチェック態

勢の強化」の５項目を柱とする再発防止策を策定し、厳格に運用を行っています。

当社は、本報告書提出日現在、本件に係る課徴金納付命令は受けていませんが、万が一これらの処分を受けた場

合は、当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

オ. ベンチャーキャピタルによる株式保有について

一般的に、ベンチャーキャピタル及び投資事業組合による株式の所有目的は、株式上場後に株式を売却して

キャピタルゲインを得ることにあるため、当社株主であるこれらのベンチャーキャピタル及び投資事業組合が、

所有する株式の全部または一部を売却した場合には、当社株式の市場価格に影響を及ぼす可能性があります。

　　

カ. 自然災害等に関するリスクについて

当社が事業展開している地域や拠点において、災害（地震、台風、火災等）・疫病等が発生し、人的・物的被害

の発生、業務停止及び遅延が生じた場合、社会的信用の失墜や、補償などによって、当社の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

当社の経営上の重要な契約は以下のとおりであります。

(1) 技術導入等

① SyB L-0501

契約書名 LICENSE AGREEMENT

契約書相手方名 アステラス ファーマ GmbH社（独国）

契約締結日 平成17年12月２日

契約期間 日本における最初の製品の販売から10年または、市場承認期間のいずれか長い方

主な契約内容 ① 当社は、日本におけるSyB L-0501の独占的開発権及び独占的販売権の許諾を受ける。

② 上記①の対価として、当社は契約一時金、マイルストン及び一定料率のロイヤリティを支払う。

　

契約書名 LICENSE AGREEMENT Ⅱ

契約書相手方名 アステラス ファーマ GmbH社（独国）

契約締結日 平成19年３月29日

契約期間 最初の製品の販売から10年または、市場承認期間のいずれか長い方

主な契約内容 ① 当社は、中国（香港を含む）、台湾、韓国及びシンガポールにおけるSyB L-0501の独占的開発権

及び独占的販売権の許諾を受ける。

② 上記①の対価として、当社は契約一時金、マイルストン及び一定料率のロイヤリティを支払う。

　

② SyB D-0701

契約書名 LICENSE AND DISTRIBUTION AGREEMENT

契約書相手方名 アベーレ・ファーマシューティカル社（米国）

契約締結日 平成19年３月13日

契約期間 各国、最初の製品の販売から10年またはアベーレ社が保有する特許権の有効期間のいずれか長い

方

主な契約内容 ① 当社は、日本、中国（香港を含む）、台湾、韓国及びシンガポールにおけるSyB D-0701の独占的

開発権及び独占的販売権の許諾を受ける。

② 上記①の対価として、当社は契約一時金、マイルストン及び一定料率のロイヤリティを支払う。

　

③ SyB L-1101/C-1101

契約書名 LICENSE AGREEMENT

契約書相手方名 オンコノバ・セラピューティクス社(米国)

契約締結日 平成23年７月７日

契約期間 各国、最初の製品の販売から10年（韓国は７年）または、市場承認期間または、特許権の有効期間

のいずれか長い方

主な契約内容 ① 当社は、日本及び韓国におけるSyB L-1101/C-1101の独占的開発権及び独占的販売権の許諾を

受ける。

② 上記①の対価として、当社は契約一時金、マイルストン及び一定料率のロイヤリティを支払う。
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(2) 技術導出等

① SyB L-0501

契約書名 SUBLICENSE AGREEMENT

契約書相手方名 イノファーマックス社（台湾）

契約締結日 平成20年３月23日

契約期間 台湾における最初の製品の販売から10年

主な契約内容 ① 当社は、イノファーマックス社に、台湾におけるSyB L-0501の独占的開発権及び独占的販売権

を許諾する。

② 上記①の対価として、当社は契約一時金及びマイルストンを受け取る。

　

契約書名 ベンダムスチン事業提携契約書

契約書相手方名 エーザイ株式会社（日本）

契約締結日 平成20年８月18日

契約期間 日本における最初の製品の販売から10年

主な契約内容 ① 当社は、エーザイに対し、日本におけるSyB L-0501の共同開発権及び独占的販売権を許諾する。

② 上記①の対価として、当社は契約一時金及びマイルストンを受け取る。

③ SyB L-0501に関わる開発費用は、当社とエーザイでそれぞれ折半する（但し、再発・難治性低

悪性度非ホジキンリンパ腫に関わる開発経費については、当社が100％負担する）。

　

契約書名 SUB-LICENSE AGREEMENT

契約書相手方名 セファロン社（米国）

契約締結日 平成21年３月12日

契約期間 中国における最初の製品の販売から10年

主な契約内容 ① 当社は、セファロン社に対し、中国（香港を含む）におけるSyB L-0501の独占的開発権及び独

占的販売権を許諾する。

② 上記①の対価として、当社は契約一時金、マイルストン及び一定料率のロイヤリティを受け取

る。

　

契約書名 韓国及びシンガポールにおけるベンダムスチン事業提携契約書

契約書相手方名 エーザイ株式会社（日本）

契約締結日 平成21年５月15日

契約期間 最初の製品の販売から10年

主な契約内容 ① 当社は、エーザイに対し、韓国、シンガポールにおけるSyB L-0501の独占的開発権及び独占的販

売権を許諾する。

② 上記①の対価として、当社は契約一時金及びマイルストンを受け取る。

　

② SyB D-0701

契約書名 LICENSE AND DISTRIBUTION AGREEMENT

契約書相手方名 イノファーマックス社（台湾）

契約締結日 平成20年３月23日

契約期間 台湾における最初の製品の販売から10年またはSyB D-0701に関しアベーレ社が保有する特許権の

有効期間のいずれか長い方

主な契約内容 ① 当社は、イノファーマックス社に対し、台湾におけるSyB D-0701の独占的開発権及び独占的販

売権を許諾する。

② 上記①の対価として、当社は契約一時金、マイルストン及び一定料率のロイヤリティを受け取

る。
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契約書名 LICENSE AND DISTRIBUTION AGREEMENT

契約書相手方名 ユハンヤンヘン社（韓国）

契約締結日 平成20年３月24日

契約期間 最初の製品の販売から10年またはSyB D-0701に関しアベーレ・ファーマシューティカル社が保有

する特許権の有効期間のいずれか長い方

主な契約内容 ① 当社は、ユハンヤンヘン社に対し、韓国におけるSyB D-0701の独占的開発権及び独占的販売権

を許諾する。

② 上記①の対価として、当社は契約一時金、マイルストン及び一定料率のロイヤリティを受け取

る。
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６【研究開発活動】

当社は、医療上のニーズは極めて高いものの、開発の難度が高く、また大手製薬企業が事業効率面、採算面から手を

出しにくいために開発が遅れている，空白の治療領域に焦点を当て、中でも高い専門性が求められ難易度が高いため

に参入障壁の高いがん・血液・自己免疫疾患の３治療領域に特化し、医薬品の研究開発活動を行っています。

当社は、新薬が開発されないことで治療上の問題を抱えている患者さんに対して、短期間で開発を行い、迅速に治療

薬をお届けすることを最優先に考え、空白の治療領域を埋めるために新薬の開発・提供を行うという企業使命を果た

してまいります。

当社の事業は、医薬品等の研究開発及び製造販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであり、当事業年度に

おける研究開発費の総額は1,438,125千円であります。

　

(1) 研究開発体制

当社は研究設備を保有せず、開発候補品を他の製薬企業、バイオベンチャー企業等から導入することにより、新薬

開発を行っています。開発候補化合物については、主にヒトでＰＯＣが確立され、前臨床試験データ、臨床試験デー

タがある化合物を対象とすることにより、開発にかかる様々なリスクと費用を軽減するとともに、開発開始から承

認取得までの期間を短縮することが可能となります。

これらの開発候補化合物の探索は、当社独自の探索ネットワークと評価ノウハウを活用し、社内の経験を有した

専門スタッフによる第１次スクリーニングにより絞り込みを最初に行い、その後、ＳＡＢにおいて、第一線でこの分

野における治療の研究に携わる経験豊富な社外専門家の厳密な評価を受けた上で、当社において最終的な導入候補

品を決定いたします。当社はＳＡＢを年２～３回開催し、研究開発全般に関する議論・情報交換を活発に行ってい

ます。

開発候補品の導入後は、社内の経験を有した開発スタッフが、短期間で製造販売承認を取得するための開発戦略

策定とその実行等の付加価値の高い業務に専念し、その他の定型的な開発業務はＣＲＯ等のアウトソーシング先に

委託しています。

なお、当社の研究開発人員数は50名（取締役を除く）となっております。今後、パイプラインの開発の進捗に伴

い、必要に応じて開発人員の拡充を図ってまいります。

　

(2) 開発品の状況

開発品の状況の詳細は、「第２[事業の状況]　１[業績等の概要]　(1) 業績」に記載の通りであります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当事業年度の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおりであります。また、現在の

当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に大きな影響を及ぼす研究開発費及び契約一時金について

記載しております。

なお、文中における将来に関する事項は、本報告書提出日現在において判断したものであります。

　

(1) 財政状態の分析

当事業年度末における総資産は、前事業年度末に比べ1,753,904千円減少し、5,502,190千円となりました。これは

主として販売費及び一般管理費の支払いの為、現金及び預金並びに有価証券が合計1,671,225千円減少したことに

よるものです。流動資産は、主として有価証券の減少により、前事業年度末に比べ1,757,769千円減少の5,420,623千

円となりました。固定資産は、有形及び無形固定資産の減価償却が進んだ一方、災害対策用オフィス契約による敷金

の支出等により、前事業年度末に比べ3,865千円増加の81,567千円となりました。

負債の部については、開発費の減少に伴う未払金の減少等により、前事業年度末に比べ48,297千円減少の602,232

千円となりました。

純資産の部については、当期純損失の計上等により、前事業年度末に比べ1,705,607千円減少の、4,899,957千円と

なりました。この結果、自己資本比率は88.6％と前期末に比べ2.4ポイント減少しました。

　

(2) 経営成績の分析

当事業年度の売上高は、SyB L-0501の国内及びアジア向けの商品販売により、1,955,178千円（前期比3.9％増）

となりました。

一方、販売費及び一般管理費は、SyB L-0501の各適応症の臨床試験、SyB D-0701の臨床試験、SyB L-1101の臨床試

験の費用等が発生したこと等により研究開発費1,438,125千円（前期比26.1％減）を計上し、さらに、その他の販売

費及び一般管理費855,128千円（前期比9.6％増）を計上したことから、合計で2,293,253千円（前期比15.8％減）

となりました。

これらの結果、当事業年度の営業損失は1,700,273千円（前年同期は営業損失2,066,846千円）となりました。ま

た、為替差損及び社債発行費を主とする営業外費用36,516千円を計上したこと等により、経常損失は1,729,480千円

（前年同期は経常損失2,095,382千円）、当期純損失は1,733,320千円（前年同期は当期純損失2,104,513千円）と

なりました。

　

① 国内

[SyB L-0501（一般名：ベンダムスチン塩酸塩、商品名：トレアキシン®）]

抗がん剤 SyB L-0501については、業務提携先のエーザイ株式会社（以下「エーザイ」という）を通じ、再発・

難治性の低悪性度非ホジキンリンパ腫及びマントル細胞リンパ腫を適応症として、平成22年12月より国内販売を

行っています。　

本剤については、４つの適応症を対象として開発を進めています。

再発・難治性の中高悪性度非ホジキンリンパ腫を対象とした第Ⅱ相臨床試験（日韓共同試験）については、臨

床試験データの分析・評価を完了したものの、医薬品医療機器総合機構との申請前相談の結果を踏まえ、当事業

年度に計画していた承認申請を見送ることとしました。

当該第Ⅱ相臨床試験は、治療歴を有する再発・難治性の中高悪性度非ホジキンリンパ腫の適応を対象に、SyB

L-0501とリツキシマブ併用時の有効性及び安全性を確認することを目的として、日本及び韓国の計25施設におい

て実施されました。この試験においては63症例が登録され、うち59症例が解析対象となりました。その結果、奏効

率は62.7％で、このうち完全寛解率は37.3％と高い有効性が示されました。また、無増悪生存期間（ＰＦＳ）の中

央値は200日に至り、再発・難治性の非ホジキンリンパ腫の患者さんの予後を改善する可能性が示されました。副

作用は臨床的に管理可能であり、高齢者にも適用可能でした。

なお、本試験結果の詳細については、平成24年６月にシカゴで開催された米国臨床腫瘍学会（ＡＳＣＯ）にお

いて、名古屋第二赤十字病院の小椋美知則先生より発表されました。

さらに、平成24年10月に京都市で開催された第74回日本血液学会学術集会においても、国立がん研究センター

中央病院の飛内賢正先生より、本試験結果についての概要が発表されました。

本適応症に対する今後の開発方針については、業務提携先であるエーザイと協議を行い決定してまいります。

初回治療の低悪性度非ホジキンリンパ腫及びマントル細胞リンパ腫を対象とする第Ⅱ相臨床試験については、

平成24年12月末現在において、目標症例数67症例に対し、残り１症例まで患者登録を進めました。

再発・難治性の多発性骨髄腫を対象とする第Ⅱ相臨床試験については、目標症例数44症例に対し17症例まで患

者登録を進めました。
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この他にも当事業年度には、慢性リンパ性白血病を対象とする国内第Ⅱ相臨床試験の準備を進め、平成24年12

月には治験届が当局によって受理されました。なお、本剤は平成24年６月に、慢性リンパ性白血病を対象とする

オーファンドラッグ（希少疾病医薬品）に指定されています。

　

[SyB L-1101（注射剤）/SyB C-1101（経口剤）（一般名：rigosertib）]

抗がん剤 SyB L-1101（注射剤）については、平成24年３月に血液細胞の悪性腫瘍化の前病態である再発・難

治性の骨髄異形成症候群（MDS）を対象とする国内第Ⅰ相臨床試験の治験届が受理されました。その後、平成24年

６月に最初の患者登録が行われ、国内第Ⅰ相臨床試験を開始しました。

一方、抗がん剤 SyB C-1101（経口剤）については、平成24年12月に骨髄異形成症候群（MDS）を対象とする国

内第Ｉ相臨床試験の治験届が受理されました。

なお、本剤の導入元であるオンコノバ・セラピューティクス社（米国）は、平成24年９月にバクスター・イン

ターナショナル社（米国）と本剤の欧州市場における業務提携を発表しました。

この業務提携が成立したことにより、rigosertibの欧米での開発・商業化が加速されるとともに、これらの海

外での臨床試験のデータを活用することで、当社が開発・販売権を有する日本及び韓国において、早期の承認取

得の可能性が高まることが期待されます。

　

[SyB D-0701]

経皮吸収型持続性制吐剤 SyB D-0701については、平成24年10月に、放射線療法に伴う悪心・嘔吐を対象とする

第Ⅱ相臨床試験の症例登録が完了しました。

　　

② 海外

SyB L-0501については、台湾において平成24年２月に業務提携先であるイノファーマックス社（台湾）により

販売が開始されました。その他、シンガポールと韓国での販売も概ね計画通りに推移しました。なお、シンガポー

ルと韓国においては、国内と同様エーザイ（現地法人）を通じて販売を行っています。

　

(3) キャッシュ・フロー

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により資金が減少したこと、並

びに固定資産の取得等に伴う投資活動による資金の減少等により、前事業年度末に比べ2,070,956千円減少し、当事

業年度末では4,240,022千円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりです。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

たな卸資産42,575千円、未収消費税等30,076千円及び立替金25,552千円等の減少、仕入債務20,814千円の増加

等の増加要因があったものの、税引前当期純損失1,729,520千円の計上、未払金82,105千円の減少等の減少要因に

より、1,658,588千円の減少となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

定期預金の預入300,000千円、有価証券の取得300,000千円等による資金の減少により、410,563千円の減少とな

りました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

リース債務の返済による支出により、719千円の減少となりました。

　

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社は、以下における事項が、特に重要な影響を及ぼすと考えています。

① 提携による収益について

当社は業務提携先との契約締結にあたり、契約一時金、研究・開発の進捗に応じたマイルストン及び医薬品上

市後の売上等に応じたロイヤリティといった対価を受け入れる契約形態を採用しています。これは、当社単独で

の医薬品開発には多大な研究開発費が必要であり、かつリスクも高いことから、研究開発費及びリスクを提携先

と共同で負担することにより当社の負担を軽減することを目的とするものです。
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② 研究開発費について

「第１　企業の概況　３　事業の内容」に記載の通り、当社の主たる事業目的は、がん・血液・自己免疫疾患を中

心に、空白の治療領域を埋めるために新薬の開発・提供を行うことであり、当社では、開発本部を中心に導入候補

品の評価、承認取得に向けた新薬開発業務を行っています。

また、第８期事業年度における研究開発費の総額は1,438,125千円と、販売費及び一般管理費の62.7％を占めて

おり、今後も高水準の研究開発費が発生するものと予測しています。

　

(5) 資金の財源及び資金の流動性について

当社は、新規開発品の導入と、その開発に対して積極的に資金を投下しておりますが、当社は創業間もないベン

チャー企業であり、また開発第１号品であるSyB L-0501の販売収益がこれらの資金需要を賄うには未だ十分ではな

いことから、これらの資金は、主に株式の第三者割当により調達しています。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当事業年度の設備投資の主なものは、災害対策用オフィス新設等に伴うIT機器及び電気設備の導入費用等3,048千

円であります。なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。また、当社の事業は、医薬品等の研

究開発及び製造販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しておりま

す。

　

２【主要な設備の状況】

当社における主要な設備は、以下のとおりであります。

　 平成24年12月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員数
（人）建物

工具、器具
及び備品

ソフトウエア リース資産　 合計

本社

（東京都港区）
事務所 2,637　 11,084　 8,324　 2,540 24,586　

76　

（13）　

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．本社については建物を賃借しており、年間賃借料は57,094千円であります。

３．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書しております。

　　

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等（平成24年12月31日現在）

該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等（平成24年12月31日現在）

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 56,000,000

計 56,000,000

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年3月29日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,130,900 22,976,657
大阪証券取引所

JASDAQ（グロース）

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

であります。単元株式数は、

100株であります。

計 19,130,900 22,976,657 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成25年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

<１>　平成17年６月20日臨時株主総会決議（第１回新株予約権）

　
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 3,510 3,470

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 351,000 347,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 500 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年６月21日

至　平成27年６月20日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　500

資本組入額　　250
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株の100分の１に満たない端株については、これを切り捨

てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）

　

行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。

３．行使価額は、当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、次

の算式により調整するものとします。この行使価額の調整が行われた場合には、調整後直ちに、被付与者に対

し、その旨並びにその事由、調整後の行使価額及び適用の日を通知するものとします。
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既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

分割・新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　分割・新規発行による増加株式数

　

上記の他、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準

じ、行使価額の調整を必要と認める場合には、必要かつ合理的な範囲で、当社の取締役会が１株当たりの行使価

額を適切に調整することができるものとします。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合、顧問が退任した場合、または従業員が

定年により退職した場合、取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または

退職したものと取締役会が決議した場合および社外協力者の場合はこの限りではない。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主

総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する「シンバイオ製薬株式会社新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。
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<２>　平成17年６月22日臨時株主総会決議（第２回新株予約権）

　
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 20 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 2,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 500 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年６月23日

至　平成27年６月22日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　500

資本組入額　　250
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株の100分の１に満たない端株については、これを切り捨

てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）

　

行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。

３．行使価額は、当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、次

の算式により調整するものとします。この行使価額の調整が行われた場合には、調整後直ちに、被付与者に対

し、その旨並びにその事由、調整後の行使価額及び適用の日を通知するものとします。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

分割・新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　分割・新規発行による増加株式数

　

上記の他、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準

じ、行使価額の調整を必要と認める場合には、必要かつ合理的な範囲で、当社の取締役会が１株当たりの行使価

額を適切に調整することができるものとします。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合、顧問が退任した場合、または従業員が

定年により退職した場合、取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または

退職したものと取締役会が決議した場合および社外協力者の場合はこの限りではない。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主

総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として
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（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する「シンバイオ製薬株式会社新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。

　　

<３>　平成17年９月１日臨時株主総会決議（第５回新株予約権）

　
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 20 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 2,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 1,000 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年２月１日

至　平成27年９月１日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　1,000

資本組入額　　 500
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株の100分の１に満たない端株については、これを切り捨

てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）

　

行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。

３．行使価額は、当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、次

の算式により調整するものとします。この行使価額の調整が行われた場合には、調整後直ちに、被付与者に対

し、その旨並びにその事由、調整後の行使価額及び適用の日を通知するものとします。
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既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

分割・新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　分割・新規発行による増加株式数

　

上記の他、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準

じ、行使価額の調整を必要と認める場合には、必要かつ合理的な範囲で、当社の取締役会が１株当たりの行使価

額を適切に調整することができるものとします。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合、顧問が退任した場合、または従業員が

定年により退職した場合、取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または

退職したものと取締役会が決議した場合および社外協力者の場合はこの限りではない。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主

総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する「シンバイオ製薬株式会社新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。
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<４>　平成18年３月31日定時株主総会決議（第６回新株予約権）

　
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 20 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 2,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 1,000 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年４月19日

至　平成28年３月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　1,000

資本組入額　　 500
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株の100分の１に満たない端株については、これを切り捨

てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）

　

行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。

３．行使価額は、当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するとき（新株

予約権の行使により新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により調整するものとします。この行使価額の

調整が行われた場合には、調整後直ちに、被付与者に対し、その旨並びにその事由、調整後の行使価額及び適用

の日を通知するものとします。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

上記の他、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準

じ、行使価額の調整を必要と認める場合には、必要かつ合理的な範囲で、当社の取締役会が１株当たりの行使価

額を適切に調整することができるものとします。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合、顧問が退任した場合、または従業員が

定年により退職した場合、取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または

退職したものと取締役会が決議した場合および社外協力者の場合はこの限りではない。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主

総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。
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④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する「シンバイオ製薬株式会社新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。

　

<５>　平成18年３月31日定時株主総会決議（第７回新株予約権）

　
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 610 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 61,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 1,500 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年７月２日

至　平成28年３月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　1,500

資本組入額　　 750
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株の100分の１に満たない端株については、これを切り捨

てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）

　

行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ま

たは当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数
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上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合、顧問が退任した場合、または従業員が

定年により退職した場合、取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または

退職したものと取締役会が決議した場合および社外協力者の場合はこの限りではない。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主

総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する「シンバイオ製薬株式会社新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。
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<６>　平成18年３月31日定時株主総会決議（第８回新株予約権）

　
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 10 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 1,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 1,500 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年12月２日

至　平成28年３月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　1,500

資本組入額　　 750
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、これを切り捨てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）

　

行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ま

たは当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合、顧問が退任した場合、または従業員が

定年により退職した場合、取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または

退職したものと取締役会が決議した場合および社外協力者の場合はこの限りではない。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主
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総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する「シンバイオ製薬株式会社新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。

　

会社法第236条、第238条、第239条及び第240条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

<７>　平成18年12月１日臨時株主総会決議（第９回新株予約権）

　
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 30 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 3,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 1,500 同左

新株予約権の行使期間
自　平成21年１月24日

至　平成29年１月23日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　1,500

資本組入額　　 750
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、これを切り捨てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）

　

行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ま

たは当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。
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既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合、顧問が退任した場合、または従業員が

定年により退職した場合、取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または

退職したものと取締役会が決議した場合および社外協力者の場合はこの限りではない。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主

総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する「シンバイオ製薬株式会社新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。
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<８>　平成18年12月１日臨時株主総会決議（第11回新株予約権）

　
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 70 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 7,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 1,500 同左

新株予約権の行使期間
自　平成21年３月３日

至　平成29年３月２日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　1,500

資本組入額　　 750
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、これを切り捨てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）

　

行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ま

たは当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合、顧問が退任した場合、または従業員が

定年により退職した場合、取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または

退職したものと取締役会が決議した場合および社外協力者の場合はこの限りではない。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主
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総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する「シンバイオ製薬株式会社新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。

　

<９>　平成18年12月１日臨時株主総会決議（第12回新株予約権）

　
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 230 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 23,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 1,500 同左

新株予約権の行使期間
自　平成21年８月29日

至　平成29年８月28日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　1,500

資本組入額　　 750
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、これを切り捨てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）
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行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ま

たは当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合、顧問が退任した場合、または従業員が

定年により退職した場合、取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または

退職したものと取締役会が決議した場合および社外協力者の場合はこの限りではない。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主

総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する「シンバイオ製薬株式会社新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。

　

EDINET提出書類

シンバイオ製薬株式会社(E24682)

有価証券報告書

 46/139



<10>　平成18年12月１日臨時株主総会決議（第13回新株予約権）

　
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 610 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 61,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 1,500 同左

新株予約権の行使期間
自　平成21年８月29日

至　平成29年８月28日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　1,500

資本組入額　　 750
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、これを切り捨てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）

　

行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ま

たは当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合、顧問が退任した場合、または従業員が

定年により退職した場合、取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または

退職したものと取締役会が決議した場合および社外協力者の場合はこの限りではない。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主
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総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する「シンバイオ製薬株式会社新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。

　

<11>　平成20年９月30日臨時株主総会決議（第14回新株予約権）

　
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 280 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 28,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 1,200 同左

新株予約権の行使期間
自　平成22年10月１日

至　平成30年９月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　1,200

資本組入額　　 600
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、これを切り捨てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）
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行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ま

たは当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合、顧問が退任した場合、または従業員が

定年により退職した場合、取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または

退職したものと取締役会が決議した場合および社外協力者の場合はこの限りではない。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主

総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する「シンバイオ製薬株式会社新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。
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<12>　平成20年９月30日臨時株主総会決議（第16回新株予約権）

　
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 700 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 70,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 1,200 同左

新株予約権の行使期間
自　平成22年10月１日

至　平成30年９月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　1,200

資本組入額　　 600
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、これを切り捨てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）

　

行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ま

たは当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合、顧問が退任した場合、または従業員が

定年により退職した場合、取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または

退職したものと取締役会が決議した場合および社外協力者の場合はこの限りではない。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主
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総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する「シンバイオ製薬株式会社新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。

　

<13>　平成20年９月30日臨時株主総会決議（第17回新株予約権）

　
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 40 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 4,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 1,200 同左

新株予約権の行使期間
自　平成23年３月19日

至　平成31年３月18日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　1,200

資本組入額　　 600
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、これを切り捨てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）
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行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ま

たは当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合、顧問が退任した場合、または従業員が

定年により退職した場合、取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または

退職したものと取締役会が決議した場合および社外協力者の場合はこの限りではない。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主

総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する「シンバイオ製薬株式会社新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。
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<14>　平成20年９月30日臨時株主総会決議（第19回新株予約権）

　
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 25 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 2,500 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 1,200 同左

新株予約権の行使期間
自　平成23年３月19日

至　平成31年３月18日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　1,200

資本組入額　　 600
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、これを切り捨てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）

　

行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ま

たは当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合、顧問が退任した場合、または従業員が

定年により退職した場合、取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または

退職したものと取締役会が決議した場合および社外協力者の場合はこの限りではない。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主
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総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する「シンバイオ製薬株式会社新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。

　

<15>　平成22年３月30日定時株主総会決議（第20回新株予約権）

　
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 3,610 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 361,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 600 同左

新株予約権の行使期間
自　平成24年４月１日

至　平成32年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 600

資本組入額　　 300
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、これを切り捨てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）
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行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ま

たは当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合、顧問が退任した場合、または従業員が

定年により退職した場合、取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または

退職したものと取締役会が決議した場合および社外協力者の場合はこの限りではない。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主

総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する「シンバイオ製薬株式会社新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。
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<16>　平成22年３月30日定時株主総会決議（第21回新株予約権）

　
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 2,595 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 259,500 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 600 同左

新株予約権の行使期間
自　平成24年４月１日

至　平成32年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 600

資本組入額　　 300
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、これを切り捨てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）

　

行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ま

たは当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合、顧問が退任した場合、または従業員が

定年により退職した場合、取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または

退職したものと取締役会が決議した場合および社外協力者の場合はこの限りではない。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主
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総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する「シンバイオ製薬株式会社新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。

　

<17>　平成22年３月30日定時株主総会決議（第22回新株予約権）

　
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 1,530 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 153,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 600 同左

新株予約権の行使期間
自　平成24年４月１日

至　平成32年３月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 600

資本組入額　　 300
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、これを切り捨てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）
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行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ま

たは当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合、顧問が退任した場合、または従業員が

定年により退職した場合、取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または

退職したものと取締役会が決議した場合および社外協力者の場合はこの限りではない。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主

総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する「シンバイオ製薬株式会社新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。
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<18>　平成22年３月30日定時株主総会決議（第23回新株予約権）

　
事業年度末現在

（平成24年12月31日）
提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 320 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 32,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 600 同左

新株予約権の行使期間
自　平成24年10月15日

至　平成32年10月14日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 600

資本組入額　　 300
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、これを切り捨てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）

　

行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ま

たは当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、当社または

当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合、顧問が退任した場合、または従業員が

定年により退職した場合、取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または

退職したものと取締役会が決議した場合および社外協力者の場合はこの限りではない。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主
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総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する「シンバイオ製薬株式会社新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。

　

<19>　平成23年３月30日定時株主総会決議（第24回新株予約権）

　
最近事業年度末現在
（平成24年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 1,920 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 192,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 700 同左

新株予約権の行使期間
自　平成25年３月31日

至　平成33年３月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　  700

資本組入額　　  350
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、これを切り捨てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）
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行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、また

は当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たりの払込金額」を「１

株当たりの処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合または当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の１個に満たない端数は行使できないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問または従業員の地位を有していなければならない。ただし、下記のいずれ

かに該当する場合にはこの限りではない。

（a）当社または当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合。

（b）当社または当社の関係会社の顧問が契約満了により退任した場合。

（c）当社または当社の関係会社の従業員が定年により退職した場合。

（d）当社または当社の関係会社の取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に

退任または退職したものと取締役会が決議した場合。

③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主

総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結す

る新株予約権割当契約書に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。
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<20>　平成23年３月30日定時株主総会決議（第25回新株予約権）

　
最近事業年度末現在
（平成24年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 1,850 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 185,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 700 同左

新株予約権の行使期間
自　平成25年３月31日

至　平成33年３月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　  700

資本組入額　　  350
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、これを切り捨てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）

　

行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後行使価額を乗じた額が調

整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使により発行される株式の数を

適切に調整します。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、また

は当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たりの払込金額」を「１

株当たりの処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合または当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の１個に満たない端数は行使できないものとする。

②本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役、顧問または従業員の地位を有していなければならない。ただし、下記のいずれ

かに該当する場合にはこの限りではない。

（a）当社または当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合。

（b）当社または当社の関係会社の顧問が契約満了により退任した場合。

（c）当社または当社の関係会社の従業員が定年により退職した場合。

（d）当社または当社の関係会社の取締役、監査役、顧問または従業員が当社または当社の関係会社を円満に

退任または退職したものと取締役会が決議した場合。
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③本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主

総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権は、下記⑥の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本

新株予約権を行使することができるものとする。

④本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、下記⑥の定めにかかわらず、当該相続開始の日から６か月以内に限

り、本新株予約権を行使することができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相

続人の相続人は、本新株予約権を行使することができないものとする。

⑤本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥本行使期間内においても、当社が証券取引所に株式上場をした後でなければ、本新株予約権を行使すること

ができないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結す

る新株予約権割当契約書に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。

　

<21>　平成24年３月29日定時株主総会決議（第26回新株予約権）

　
最近事業年度末現在
（平成24年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 3,625 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 362,500 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 570 同左

新株予約権の行使期間
自　平成26年４月18日

至　平成34年４月17日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　  570

資本組入額　　  285
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、これを切り捨てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）

　

上記の他、下記３に定める行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後

行使価額を乗じた額が調整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使によ

り発行される株式の数は適切に調整されるものとします。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行

い本新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める

株式数の調整を行います。

３．新株予約権の１個当たりの払込金額は、１株当たりの行使価額570円に上記２に定める新株予約権１個の目的

たる株式数を乗じた金額とします。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端

数は切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率
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また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合または当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の１個に満たない端数は行使できないものとする。

②権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部または全部を行使することが可能とな

る。

（a）平成26年４月18日から平成27年４月17日までは、付与された新株予約権の個数の４分の１を上限として

権利を行使することができる。

（b）平成27年４月18日から平成28年４月17日までは、付与された新株予約権の個数の２分の１を上限として

権利を行使することができる。

（c）平成28年４月18日から平成29年４月17日までは、付与された新株予約権の個数の４分の３を上限として

権利を行使することができる。

（d）平成29年４月18日から平成34年４月17日までは、付与された新株予約権のすべてについて権利を行使す

ることができる。

③本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役または従業員の地位を有していなければならない。ただし、下記のいずれかに該

当する場合にはこの限りではない。

（a）当社または当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合。

（b）当社または当社の関係会社の従業員が定年により退職した場合。

（c）当社または当社の関係会社の取締役、監査役または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任ま

たは退職したものと取締役会が決議した場合。

④本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主

総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権者は、本行使期間の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日ま

で、本新株予約権を行使することができるものとする。

⑤本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として

当該新株予約権者の相続人において、当該相続開始の日から６か月以内に限り、本新株予約権を行使すること

ができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相続人の相続人は、本新株予約権を行使す

ることができないものとする。

⑥本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結す

る新株予約権割当契約書に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。

　

<22>　平成24年４月17日取締役会決議（第27回新株予約権）

　
最近事業年度末現在
（平成24年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 4,014 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －
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最近事業年度末現在
（平成24年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 401,400 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 570 同左

新株予約権の行使期間
自　平成26年４月18日

至　平成34年４月17日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　  570

資本組入額　　  285
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、これを切り捨てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）

　

上記の他、下記３に定める行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後

行使価額を乗じた額が調整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使によ

り発行される株式の数は適切に調整されるものとします。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行

い本新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める

株式数の調整を行います。

３．新株予約権の１個当たりの払込金額は、１株当たりの行使価額570円に上記２に定める新株予約権１個の目的

たる株式数を乗じた金額とします。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端

数は切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率
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また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合または当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の１個に満たない端数は行使できないものとする。

②権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部または全部を行使することが可能とな

る。

（a）平成26年４月18日から平成27年４月17日までは、付与された新株予約権の個数の４分の１を上限として

権利を行使することができる。

（b）平成27年４月18日から平成28年４月17日までは、付与された新株予約権の個数の２分の１を上限として

権利を行使することができる。

（c）平成28年４月18日から平成29年４月17日までは、付与された新株予約権の個数の４分の３を上限として

権利を行使することができる。

（d）平成29年４月18日から平成34年４月17日までは、付与された新株予約権のすべてについて権利を行使す

ることができる。

③本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役または従業員の地位を有していなければならない。ただし、下記のいずれかに該

当する場合にはこの限りではない。

（a）当社または当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合。

（b）当社または当社の関係会社の従業員が定年により退職した場合。

（c）当社または当社の関係会社の取締役、監査役または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任ま

たは退職したものと取締役会が決議した場合。

④本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主

総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権者は、本行使期間の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日ま

で、本新株予約権を行使することができるものとする。

⑤本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として

当該新株予約権者の相続人において、当該相続開始の日から６か月以内に限り、本新株予約権を行使すること

ができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相続人の相続人は、本新株予約権を行使す

ることができないものとする。

⑥本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結す

る新株予約権割当契約書に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。
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<23>　平成24年９月13日取締役会決議（第28回新株予約権）

　
最近事業年度末現在
（平成24年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個）（注）１ 165 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）２ 16,500 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ 570 同左

新株予約権の行使期間
自　平成26年９月14日

至　平成34年９月13日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　  570

資本組入額　　  285
同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．新株予約権の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であります。

２．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。

当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端株については、これを切り捨てます。

　

（調整後株式数）＝（調整前株式数）×（分割・併合の比率）

　

上記の他、下記３に定める行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整後

行使価額を乗じた額が調整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使によ

り発行される株式の数は適切に調整されるものとします。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行

い本新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める

株式数の調整を行います。

３．新株予約権の１個当たりの払込金額は、１株当たりの行使価額570円に上記２に定める新株予約権１個の目的

たる株式数を乗じた金額とします。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端

数は切り上げます。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数

　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合または当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。

４．新株予約権の行使の条件については、以下のとおりであります。

①各新株予約権の１個に満たない端数は行使できないものとする。

②権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部または全部を行使することが可能とな

る。

（a）平成26年９月14日から平成27年９月13日までは、付与された新株予約権の個数の４分の１を上限として

権利を行使することができる。

（b）平成27年９月14日から平成28年９月13日までは、付与された新株予約権の個数の２分の１を上限として
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権利を行使することができる。

（c）平成28年９月14日から平成29年９月13日までは、付与された新株予約権の個数の４分の３を上限として

権利を行使することができる。

（d）平成29年９月14日から平成34年９月13日までは、付与された新株予約権のすべてについて権利を行使す

ることができる。

③本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当

社の関係会社の取締役、監査役または従業員の地位を有していなければならない。ただし、下記のいずれかに該

当する場合にはこの限りではない。

（a）当社または当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合。

（b）当社または当社の関係会社の従業員が定年により退職した場合。

（c）当社または当社の関係会社の取締役、監査役または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任ま

たは退職したものと取締役会が決議した場合。

④本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社と

なる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主

総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同じ。）または

当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合に

は、本新株予約権者は、本行使期間の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日ま

で、本新株予約権を行使することができるものとする。

⑤本新株予約権者が

（a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

（b）本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として

当該新株予約権者の相続人において、当該相続開始の日から６か月以内に限り、本新株予約権を行使すること

ができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相続人の相続人は、本新株予約権を行使す

ることができないものとする。

⑥本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑦その他の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結す

る新株予約権割当契約書に定めるところによる。

５．譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。
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<24>　平成24年12月27日取締役会決議（第29回新株予約権）

　
最近事業年度末現在
（平成24年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成25年２月28日）

新株予約権の数（個） － 30

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１ － 795,750

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）３ － 377

新株予約権の行使期間（注）４ －
自　平成25年１月15日

至　平成28年１月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）
－

発行価格　　　  377

資本組入額　　  189

新株予約権の行使の条件 － （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項 － （注）７

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）１．本新株予約権１個の行使請求により当社が当社普通株式を新たに発行またはこれに代えて当社の有する当社

普通株式を処分（以下、当社普通株式の発行または処分を「交付」という。）する数は、26,525株（以下、「割

当株式数」という。）とする。

２．募集新株予約権の払込金額

本新株予約権１個当たり金102,000円とする。

３．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額またはその算定方法

①本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額（以下に定義する。）に当該

行使にかかる本新株予約権の割当株式数を乗じた額とする。

②本新株予約権の行使により、当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株当たりの出資される財産

の価額（以下、「行使価額」という。）は、377円（発行決議日の直前日の終値に1.25を乗じた金額）とする。但

し、行使価額は下記（a）行使価額の調整の定めるところに従い調整されるものとする。

（a）行使価額の調整

当社は、当社が本新株予約権の発行後、下記（b）に掲げる各事由により当社の発行済株式数に変更を生

じる場合または変更を生ずる可能性がある場合は、次に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）

をもって行使価額を調整する。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

交付株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

時価

既発行株式数　＋　交付株式数

　

（b）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期については、次

に定めるところによる

i 下記（d）ii に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、または当社の保

有する当社普通株式を移転する場合（但し、当社の発行した取得条項付株式、取得請求権付株式もし

くは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の取得と引き換えに交付す

る場合または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）その他の証券もしくは権利の転換、交換または行使による場合を除く。）

調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終日と

する。以下同じ。）の翌日以降またはかかる発行もしくは移転のための株主割当日がある場合はその

日の翌日以降これを適用する。

ii 当社普通株式の株式分割または当社普通株式の無償割当てにより当社普通株式を発行する場合

調整後の行使価額は、株式分割のための株主割当日の翌日以降、当社普通株式の無償割当ての効力発

生日の翌日以降、これを適用する。但し、当社普通株式の無償割当てについて、当社普通株式の株主に

割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

iii （d）ii に定める時価を払込金額をもって当社の普通株式の交付と引換えに当社に取得され、もしく

は取得を請求できる証券または当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権

付社債を発行（無償割当ての場合を含む。）する場合

調整後の行使価額は、発行される取得請求権付株式または新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）その他の証券または権利（以下、「取得請求権付株式等」という。）の全てが当初の取

得価額で取得され、または当初の行使価額で行使され、当社の普通株式が交付されたものとみなして
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行使価額調整式を適用して算出するものとし、当該証券または新株予約権（新株予約権付社債に付さ

れたものを含む。）の払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は割当日）以降、または、無償

割当てのための基準日がある場合は、その日（基準日を定めない場合には効力発生日）の翌日以降こ

れを適用する。

上記にかかわらず、転換、交換または行使に対して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株

式等が発行された時点で確定していない場合は、調整後の行使価額は、当該対価の確定時点で発行さ

れている取得請求権付株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で転換、交換または行使され当社普

通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定し

た日の翌日以降、これを適用する。

iv 上記 i 乃至 iii の各取引において、当社普通株式の株主に割当てを受ける権利を与えるための基準

日が設定され、かつ、無償割当ての効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機

関の承認を条件としているときには、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以降、これを適

用するものとする。

この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株予約権を行使し

た新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。この場合、１株未満の端

数は切り捨て、現金による調整は行わない。

　

　

株式数

　

＝

（調整前行使価額－調整後行使価額） ×
調整前行使価額により

当該期間内に交付された株式数

調整後行使価額

　

（c）行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどま

る限りは、行使価額の調整はこれを行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、

行使価額を算出する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差

額を差し引いた額を使用する。

（d）i 行使価額調整式の計算については、円位未満少数第２位まで算出し、少数第２位を四捨五入する。

ii 行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額が初めて適用される日に先立つ45取引日目に始

まる30取引日の株式会社大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（終値の

ない日数を除く。気配値表示を含む。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満少数第２位まで算

出し、少数第２位を四捨五入する。

iii 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある

場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後の行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の

日における当社の発行済普通株式数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数

とする。

（e）上記（b）の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権者

（本新株予約権を保有する者をいう。以下同じ。）と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価額の調

整を行う。

i 株式の併合、資本の減少、合併、会社法第762条第１項に定められた新設分割、会社法第757条に定めら

れた吸収分割、株式交換または合併のために行使価額の調整を必要とするとき。

ii その他当社の発行済普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調

整をするとき。

iii 当社普通株式の株主に対する他の種類の株式の無償割当てのために行使価額の調整を必要とすると

き。

iv 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出に

あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

（f）上記（a）乃至（e）により行使価額の調整を行うときには、当社は、あらかじめ書面によりその旨並び

にその事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を当該適用開

始日の前日までに本新株予約権者に通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行うことがで

きない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

４．新株予約権を行使することができる期間

平成25年１月15日から平成28年１月14日

但し、「会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件」に従って本新株予約権が取得される

場合、取得される本新株予約権については、当該取得に係る通知で指定する取得日の５営業日前までとする。

５．新株予約権の行使の条件

①本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとなる

ときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
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②各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

６．会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

①当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する日を定めたときは、２ヶ月前の通知または公告をしたうえ

で、かかる通知または公告で指定した取得日に、その時点において残存する本新株予約権の全部を本新株予約

権１個につき発行価額と同額で取得することができる。

②当社は、当社が、消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる吸収分割契約もしくは新設分割契約、また

は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転契約が株主総会で承認されたときは、当社は、会社

法第273条第２項の規定に従って通知または公告したうえで、当社取締役会が別途定める日に、その時点におい

て残存する本新株予約権の全部を発行価額と同額で取得することができる。

７．本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとします。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年４月３日

（注）１
4,120 58,613 309,0001,892,500309,0001,862,500

平成21年３月17日

（注）２
7,404 66,017 444,2402,336,740444,2402,306,740

平成21年４月15日

（注）３
83 66,100 4,980 2,341,7204,9802,311,720

平成21年11月25日

（注）４
3,334 69,434 100,0202,441,740100,0202,411,740

平成21年11月26日

（注）５
6,668 76,102 200,0402,641,780200,0402,611,780

平成21年11月27日

（注）６
5,832 81,934 174,9602,816,740174,9602,786,740

平成21年11月30日

（注）７
8,334 90,268 250,0203,066,760250,0203,036,760

平成21年12月17日

（注）８
830 91,098 24,9003,091,66024,9003,061,660

平成21年12月28日

（注）９
9,553 100,651286,5903,378,250286,5903,348,250

平成22年１月28日

（注）10
1,916 102,567 57,4803,435,73057,4803,405,730

平成22年５月10日

（注）11
5,000 107,567150,0003,585,730150,0003,555,730

平成22年５月11日

（注）12
840 108,407 25,2003,610,93025,2003,580,930

平成22年５月21日

（注）13
3,330 111,737 99,9003,710,83099,9003,680,830

平成23年２月17日

（注）14
11,032 122,769386,1204,096,950386,1204,066,950

平成23年２月25日

（注）15
17,368 140,137607,8804,704,830607,8804,674,830

平成23年４月21日

（注）16
22 140,159 770 4,705,600 770 4,675,600

平成23年４月26日

（注）17
150 140,309 5,250 4,710,8505,2504,680,850

平成23年６月２日

（注）18
13,890,59114,030,900 － 4,710,850 － 4,680,850

平成23年10月19日

（注）19
5,100,00019,130,9001,313,7606,024,6101,313,7605,994,610
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（注）１．有償第三者割当

発行価格　　　　150,000円

資本組入額　　　 75,000円

割当先：セファロン インク

２．有償第三者割当

発行価格　　　　120,000円

資本組入額　　　 60,000円

割当先：セファロン インク

３．有償第三者割当

発行価格　　　　120,000円

資本組入額　　　 60,000円

割当先：三菱UFJベンチャーファンド二号投資事業有限責任組合

４．有償第三者割当

発行価格　　　　 60,000円

資本組入額　　　 30,000円

割当先：セファロン インク

５．有償第三者割当

発行価格　　　　 60,000円

資本組入額　　　 30,000円

割当先：早稲田１号投資事業有限責任組合、ウエル技術ベンチャー投資事業有限責任組合

６．有償第三者割当

発行価格　　　　 60,000円

資本組入額　　　 30,000円

割当先：NIFSMBC-V2006S３投資事業有限責任組合、NIFSMBC-V2006S１投資事業有限責任組合、他３名

７．有償第三者割当

発行価格　　　　 60,000円

資本組入額　　　 30,000円

割当先：エーザイ株式会社

８．有償第三者割当

発行価格　　　　 60,000円

資本組入額　　　 30,000円

割当先：東洋証券３号投資事業組合

９．有償第三者割当

発行価格　　　　 60,000円

資本組入額　　　 30,000円

割当先：信金キャピタル二号投資事業有限責任組合、投資事業有限責任組合　ハンズオン１号、他９名

10．有償第三者割当

発行価格　　　　 60,000円

資本組入額　　　 30,000円

割当先：安田企業投資４号投資事業有限責任組合、学校法人早稲田大学

11．有償第三者割当

発行価格　　　　 60,000円

資本組入額　　　 30,000円

割当先：早稲田グローバル１号投資事業有限責任組合

12．有償第三者割当

発行価格　　　　 60,000円

資本組入額　　　 30,000円

割当先：シーエスケイブイシー技術革新成長支援ファンド投資事業有限責任組合

13．有償第三者割当

発行価格　　　　 60,000円

資本組入額　　　 30,000円

割当先：ジャフコV２共有投資事業有限責任組合、他３名
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14．有償第三者割当

発行価格　　　　 70,000円

資本組入額　　　 35,000円

割当先：セファロン インク

15．有償第三者割当

発行価格　　　　 70,000円

資本組入額　　　 35,000円

割当先：ジャフコV２共有投資事業有限責任組合、他２名

16．有償第三者割当

発行価格　　　　 70,000円

資本組入額　　　 35,000円

割当先：尾川修

17．有償第三者割当

発行価格　　　　 70,000円

資本組入額　　　 35,000円

割当先：前川裕貴他８名　

18．株式分割（１：100）によるものであります。

19．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　　 　 560円

引受価額　　　　 515.20円

資本組入額　　　 257.60円

払込金総額　　2,627百万円

20．平成25年１月１日から平成25年２月28日までの間に無担保転換社債型新株予約権付社債の行使並びに新株予

約権の行使により、発行済株式総数が3,845,757株、資本金及び資本準備金がそれぞれ602,019千円増加してお

ります。

　

（６）【所有者別状況】

　 平成24年12月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人その
他

計
個人以外 個人

株主数（人） － 3 21 62 10 5 4,4314,532－

所有株式数（単

元）
－ 1,6057,62726,21526,854 125128,878191,304500

所有株式数の割合

（％）
－ 0.84 3.99 13.7014.03 0.07 67.37100.00－

（注）自己株式75株は、「単元未満株式の状況」に含めて記載しております。
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（７）【大株主の状況】

　 平成24年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

吉田文紀 静岡県熱海市 3,030,000 15.83

Cephalon, INC.

セファロン インク

（常任代理人　テバファーマスー

ティカル株式会社）

41 MOORESROAD FRAZER,PENNSYLVANIA

19355,USA

（東京都港区虎ノ門五丁目１番５号）

2,589,000 13.53

ジャフコV２共有投資事業有限責

任組合
東京都千代田区大手町一丁目５番１号 2,308,800 12.06

エーザイ株式会社 東京都文京区小石川四丁目６番10号 833,400 4.35

株式会社ティー・アンド・エス 大阪府大阪市都島区片町一丁目５番13号 729,100 3.81

早稲田１号投資事業有限責任組合 東京都新宿区喜久井町65番地 684,000 3.57

早稲田グローバル１号投資事業有

限責任組合
東京都新宿区喜久井町65番地 500,000 2.61

TNPオンザロード１号投資事業有

限責任組合

神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目６番１

号
254,000 1.32

第一三共株式会社 東京都中央区日本橋本町三丁目５番１号 200,000 1.04

ウエル技術ベンチャー投資事業有

限責任組合
東京都新宿区喜久井町65番地 196,800 1.02

計 － 11,325,100 59.19

　

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　19,130,400 191,304

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であります。

単元株式数は、100株で

あります。

単元未満株式 普通株式　　　 　500 ―
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 19,130,900 ― ―

総株主の議決権 ― 191,304 ―

（注）自己株式75株は、「単元未満株式」に含めて記載しております。
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②【自己株式等】

　 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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（９）【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21並びに会

社法第236条、第238条、第239条及び第240条の規定に基づき、当社の取締役、監査役、従業員及び社外協力者に対して

新株予約権を発行する方法によるものであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

　

<１>　平成17年６月20日臨時株主総会決議（第１回新株予約権）

決議年月日 平成17年６月20日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　３

当社監査役　　１

当社従業員　　６

社外協力者　　12

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

<２>　平成17年６月22日臨時株主総会決議（第２回新株予約権）

決議年月日 平成17年６月22日

付与対象者の区分及び人数（名） 社外協力者　　１

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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<３>　平成17年９月１日臨時株主総会決議（第５回新株予約権）

決議年月日 平成17年９月１日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　１

当社従業員　　16

社外協力者　　１

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

<４>　平成18年３月31日定時株主総会決議（第６回新株予約権）

決議年月日 平成18年３月31日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社監査役　　１

当社従業員　　３

社外協力者　　６

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

EDINET提出書類

シンバイオ製薬株式会社(E24682)

有価証券報告書

 78/139



<５>　平成18年３月31日定時株主総会決議（第７回新株予約権）

決議年月日 平成18年３月31日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　６

当社監査役　　２

当社従業員　　16

社外協力者　　９

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

<６>　平成18年３月31日定時株主総会決議（第８回新株予約権）

決議年月日 平成18年３月31日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社従業員　　６

社外協力者　　５

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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<７>　平成18年12月１日臨時株主総会決議（第９回新株予約権）

決議年月日 平成18年12月１日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　３

当社監査役　　２

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　　

<８>　平成18年12月１日臨時株主総会決議（第11回新株予約権）

決議年月日 平成18年12月１日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社従業員　　６

社外協力者　　３

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

<９>　平成18年12月１日臨時株主総会決議（第12回新株予約権）

決議年月日 平成18年12月１日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　５

当社監査役　　１

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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<10>　平成18年12月１日臨時株主総会決議（第13回新株予約権）

決議年月日 平成18年12月１日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社従業員　　33

社外協力者　　12

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

<11>　平成20年９月30日臨時株主総会決議（第14回新株予約権）

決議年月日 平成20年９月30日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　５

当社監査役　　１

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

<12>　平成20年９月30日臨時株主総会決議（第16回新株予約権）

決議年月日 平成20年９月30日

付与対象者の区分及び人数（名） 社外協力者　　14

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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<13>　平成20年９月30日臨時株主総会決議（第17回新株予約権）

決議年月日 平成20年９月30日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　３

当社監査役　　１

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

<14>　平成20年９月30日臨時株主総会決議（第19回新株予約権）

決議年月日 平成20年９月30日

付与対象者の区分及び人数（名） 社外協力者　　２

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

<15>　平成22年３月30日定時株主総会決議（第20回新株予約権）

決議年月日 平成22年３月30日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　　６

当社監査役　　１

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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<16>　平成22年３月30日定時株主総会決議（第21回新株予約権）

決議年月日 平成22年３月30日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　　50

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

<17>　平成22年３月30日定時株主総会決議（第22回新株予約権）

決議年月日 平成22年３月30日

付与対象者の区分及び人数（名） 社外協力者　　13

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

<18>　平成22年３月30日定時株主総会決議（第23回新株予約権）

決議年月日 平成22年３月30日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　　９

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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<19>　平成23年３月30日定時株主総会決議（第24回新株予約権）

決議年月日 平成23年３月30日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　　５

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

<20>　平成23年３月30日定時株主総会決議（第25回新株予約権）

決議年月日 平成23年３月30日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　　59

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

<21>　平成24年３月29日定時株主総会決議（第26回新株予約権）

決議年月日 平成24年３月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　　４

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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<22>　平成24年４月17日第133回取締役会決議（第27回新株予約権）

決議年月日 平成24年４月17日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　　70

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

<23>　平成24年９月13日第140回取締役会決議（第28回新株予約権）

決議年月日 平成24年９月13日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員　　５

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）[新株予約権等の状況]」に記載しておりま

す。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　

<24>　平成25年３月28日定時株主総会決議（第30回新株予約権）

決議年月日 平成25年３月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　　５

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） （注）１、２

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）４

新株予約権の行使期間 （注）５

新株予約権の行使の条件 （注）７

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）８

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．新株予約権の目的となる株式の種類および数

　新株予約権１個の目的である株式の数（以下「対象株式数」という。）は、当社普通株式100株とする。

　ただし、以下に定める株式の数の調整を行った場合は、同様の調整を行う。

　当社が株式分割または併合を行う場合には、本新株予約権のうち、未行使の新株予約権の目的となる株式数を

以下に定める算式により調整し、調整の結果生じる１株に満たない端数については、これを切り捨てる。

　　　　　

　（調整後株式数）　＝　（調整前株式数）　×　（分割・併合の比率）

　

　上記の他、下記④に定める行使価額の調整事由が生じた場合にも、各新株予約権につき、調整後株式数に調整

後行使価額を乗じた額が調整前株式数に調整前行使価額を乗じた額と同額になるよう、各新株予約権の行使に

より発行される株式の数は適切に調整されるものとする。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行

い本新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める

株式数の調整を行う。

２．新株予約権の総数

　各事業年度に係る当社定時株主総会の日から１年以内の日に発行する新株予約権の総数は、上記の年額8,000

万円を、新株予約権の割当日の株価及び行使価額等、諸条件をもとに算定した新株予約権１個あたりの公正価

額をもって除して得られた数（整数未満の端数は切捨て）を上限とする。

３．新株予約権の払込金額
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　　　　　　新株予約権と引換えに金銭の払込を要しないものとする。

４．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額またはその算定方法

　新株予約権１個当たりの払込金額は、次により決定される１株当たりの行使価額に上記①に定める新株予約

権１個の目的たる株式数を乗じた金額とする。

　　　１株当たりの行使価額は、割当日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）における金融商品取引

所の当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」という。）の平均値に1.05を乗じた金額とし、これにより

生じた１円未満の端数はこれを切り上げる。

　ただし、当該金額が新株予約権の割当日における金融商品取引所の当社普通株式の普通取引の終値（取引が

成立しない場合には、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値を行使価額とする。

　なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の

端数は切り上げる。

　

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

　

　また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により新

株を発行する場合は除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

新規発行前の株式の株価

既発行株式数　＋　新規発行による増加株式数
　

　

　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たりの払込金額」を

「１株当たりの処分金額」と読み替えるものとする。

　さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

５．新株予約権を行使することができる期間

　新株予約権の付与決議の日後２年を経過した日から、当該付与決議の日後10年を経過する日まで。

６．当該新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

したがい算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、

その端数を切り上げるものとする。また、この場合、増加する資本準備金の額は、上記の資本金等増加限度額か

ら増加する資本金の額を減じた額とする。

７．新株予約権の行使の条件

① 各新株予約権の１個に満たない端数は行使できないものとする。

② 本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または

当社の関係会社の取締役、監査役または従業員の地位を有していなければならない。ただし、下記のいずれ

かに該当する場合にはこの限りではない。

(a) 当社または当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合。

(b) 当社または当社の関係会社の従業員が定年により退職した場合。

(c) 当社または当社の関係会社の取締役、監査役または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任ま

たは退職したものと取締役会が決議した場合。

③ 本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社と

なる吸収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会

社となる株式交換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当

社株主総会の決議（会社法第319条により株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。以下同

じ。）または当社取締役会の決議（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認

された場合には、本新株予約権者は、上記⑤の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発

生日の前日まで、本新株予約権を行使することができるものとする。

④ 本新株予約権者が

(a）本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上

限として

(b) 本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として当

該新株予約権者の相続人において、当該相続開始の日から６か月以内に限り、本新株予約権を行使する

ことができるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相続人の相続人は、本新株予約
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権を行使することができないものとする。

⑤ 本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

⑥ その他の条件については、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結

する新株予約権割当契約書に定めるところによる。

８．譲渡による本新株予約権の取得の制限

　譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとする。

９．新株予約権に関するその他の事項

　新株予約権の募集事項を決定する当社取締役会において定める。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 75 － 75 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成25年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

　

３【配当政策】

当社は創業以来配当を実施しておりません。

当社の現時点における事業ステージは、医薬品開発の先行投資の段階にあるため、今後も当面は資金を財務体質の

強化及び研究開発活動の継続的な実施に優先的に充当し、配当は行わない方針です。しかしながら、当社では株主への

利益還元を経営の重要な課題と認識しており、今後の経営成績及び財政状態を勘案し、利益配当についても検討して

まいる所存です。

なお、当社は、「取締役会の決議によって、毎年６月30日を基準日として中間配当を行うことができる。」旨を定款

に定めております。また、期末配当・中間配当のほか、「基準日を定めて剰余金の配当を行うことができる。」旨を定

款に定めております。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

　　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期

決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

最高（円） － － － 546 520

最低（円） － － － 227 227

（注）最高・最低株価は大阪証券取引所JASDAQ（グロース）におけるものであります。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成24年７月 平成24年８月 平成24年９月 平成24年10月平成24年11月平成24年12月

最高（円） 274 260 293 287 375 315

最低（円） 245 239 243 248 264 270

（注）最高・最低株価は大阪証券取引所JASDAQ（グロース）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長

社長執行役員

（CEO）
吉田　文紀 昭和24年１月19日生

昭和55年１月　日本バイオラッドラボラトリーズ

株式会社設立　代表取締役社長

平成３年７月　日本シンテックス株式会社　代表取

締役社長

平成５年５月　アムジェン株式会社　代表取締役社

長

米国アムジェン社　副社長

平成17年３月　当社設立　代表取締役社長兼CEO

（現任）

(注)

１
3,030,000

取締役

副社長執行役員

CFO兼管理本部

長

下村　卓 昭和35年１月30日生

昭和57年４月　旧株式会社三菱銀行入行

平成２年５月　ペンシルバニア大学　経営学修士号

取得

平成15年11月　旧株式会社東京三菱銀行　芦屋支店

長

平成16年９月　三菱自動車工業株式会社　財務統括

室室長海外CFO

平成17年８月　Mitsubishi Motors North America

Inc.　EVP兼Co-CFO

平成22年１月　株式会社三菱東京UFJ銀行　青山支

店長

平成25年２月　当社　副社長執行役員兼管理本部長

平成25年３月　当社　取締役　副社長執行役員 CFO

兼管理本部長（現任）

(注)

１
－

取締役 － 江端　貴子 昭和34年12月22日生

平成４年６月　マサチューセッツ工科大学　経営学

修士号取得

平成４年７月　マッキンゼー　アンド　カンパニー

入社　

平成15年３月　アムジェン株式会社　取締役

平成17年６月　東京大学　学術企画調整室　特任助

教授　

平成18年６月　アステラス製薬株式会社　社外取締

役

平成19年４月　東京大学　広報室　特任准教授

平成21年８月　衆議院議員

平成24年３月　当社　取締役（現任）

(注)

１
－

取締役 － Lowell Sears昭和26年２月27日生

昭和61年８月　米国アムジェン社　財務部長兼企画

部長

昭和63年10月　同社　最高財務責任者兼アジア太平

洋地域担当上級副社長

平成６年４月　Sears Capital Management Inc.　

最高経営責任者（現任）

平成17年９月　当社　取締役（現任）

(注)

１
－
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 － George Morstyn昭和25年12月28日生

平成３年３月　米国アムジェン社　上級副社長　グ

ローバルディベロップメント兼

CMO

平成17年９月　当社　サイエンティフイック・アド

バイザリー・ボード（SAB）メン

バー

平成19年７月　当社　サイエンティフイック・アド

バイザリー・ボード（SAB） 議長

（現任）

平成21年３月　当社　取締役（現任）

(注)

１
－

取締役 － Milton Grannatt昭和21年７月20日生

昭和50年６月　リーハイ大学　経済学博士号取得

昭和54年４月　レックスサービス社　事業開発バイ

スプレジデント

平成元年５月　スターリングヘルスUSA社　ファイ

ナンスバイスプレジデント

平成６年５月　ノバルティスファーマ社　グローバ

ル事業開発バイスプレジデント

平成25年３月　当社　取締役（現任）

(注)

１
－

常勤監査役 － 大泉　浩志 昭和28年９月24日生

平成14年４月　ハートフォード生命保険株式会社　

監査部長

平成16年12月　ファイザー株式会社　監査部長

平成19年３月　リーバイ・ストラウス　ジャパン株

式会社　常勤監査役

平成23年６月　当社　常勤監査役（現任）

(注)

２
－

監査役 － 一條　實昭 昭和20年８月６日生

昭和48年４月　弁護士登録

アンダーソン・毛利・ラビノウ

イッツ法律事務所（現アンダーソ

ン・毛利・友常法律事務所）入所

昭和57年１月　同事務所　パートナー（現任）

平成18年３月　当社　監査役（現任）

(注)

２
－

監査役 － 島崎　主税 昭和32年10月14日生

昭和56年11月　監査法人朝日会計社（現あずさ監

査法人）入社

昭和63年２月　公認会計士島崎事務所開設（現在

に至る）

平成17年４月　高千穂大学院兼任講師

平成19年３月　当社　監査役（現任）

(注)

２
－

　 　 　 　 計 3,030,000

（注）１．取締役の任期は、平成25年３月28日開催の定時株主総会終結の時から２年以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

２．監査役の任期は、平成23年６月30日開催の臨時株主総会終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

３．取締役 江端貴子、Lowell Sears、George Morstyn及びMilton Grannattは、会社法第２条第15号に定める社外取

締役であります。

４．常勤監査役 大泉浩志、監査役 一條實昭及び島崎主税は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

５．当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と、各部門に於ける業務

執行機能を区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。執行役員は４名で、上記の

執行役員を兼務する取締役２名を除く２名は次のとおりであります。

太田雅貴　　　　　　　 執行役員

Qin Albert（秦 小?）　執行役員
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、共創・共生の「志」に基づいて設立されました。患者さんを中心にして、科学者・医師・行政・株主が支

えあう関係こそが当社が目指す理念であり、負うべき使命であります。この理念を追求することこそが当社の企業

価値を向上させるとの認識のもと、当社はコーポレート・ガバナンスを強化し、経営効率の向上と企業倫理の浸透、

経営の健全性確保に努めております。

　

② 会社の機関の内容

当社は、会社法に規定している取締役会及び監査役会を設置しております。

　

当社の内部統制システムの概要図は以下の通りです。

　

③ 取締役会の状況

取締役会は取締役６名（うち社外取締役４名）で構成され、当社の経営に関する重要な意思決定並びに法令で定

められた事項の決定を行っております。

取締役会は原則として月１回開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役は活発に質問する

とともに、各々の専門的な立場から積極的に提言を行っております。

なお、当社では、意思決定と業務執行の迅速化を図るために、経営の重要な意思決定・業務執行の監督機能と、業

務執行機能を区分し、前者を取締役会が、後者を執行役員が担っております。

　

④ 監査役会及び監査役監査の状況

監査役は、監査役会が定めた監査方針、職務分担等に従い、取締役会やその他の重要な会議に出席し意見を述べる

とともに、取締役の職務の執行状況を監査しています。監査役会は、原則として月１回開催し、必要に応じて臨時監

査役会を開催しております。

監査役会は、３名（全員が社外監査役）で構成されており、うち１名は常勤監査役です。全監査役は取締役会に出

席しており、取締役会への監査機能を強化しております。
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⑤ 経営執行会議

経営戦略及び経営上の重要な案件については、原則として月２回開催される経営執行会議において討議を行うこ

とにより、事業の円滑な運営に努めております。

　

⑥ 内部監査の状況

当社は、社長直轄の内部監査室を設置し、専任の内部監査室長を選任しております。内部監査室長は、各部門の業

務に対し、内部監査規程及び毎期策定する内部監査計画等に基づき監査を実施しております。各部門の監査結果及

び改善措置については、内部監査室長から代表取締役社長に報告されており、監査の結果、改善事項がある場合に

は、被監査部門に対し指摘・改善提案を行い、改善状況を継続的に確認しております。

さらに当社は、開発本部に薬事監査部を設置し、専任の薬事監査部長を選任しており、内部監査室長は、薬事監査

部から報告を受け、薬事監査を含めた会社全体の内部監査業務を担っております。

　

⑦ 会計監査の状況

当社は株主総会で選任された新日本有限責任監査法人との間で監査契約を締結し、会社法及び金融商品取引法に

基づく会計監査を受けております。

会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び継続監査年数、並びに監査業務に係る補助者

の構成は、以下の通りであります。

　

（a）業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び継続監査年数

公認会計士の氏名等 所属する監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員

吉田　英志
新日本有限責任監査法人

南山　智昭　

（注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

（b）監査業務における補助者

公認会計士　７名　その他　２名

　

⑧ 監査役及び内部監査、並びに会計監査人の連携

監査役及び内部監査室長、並びに会計監査人は、其々が独立した立場で監査を実施する一方で、監査を有効かつ効

率的に進めるため、定期的に意見交換を行っており、監査の実効性向上に努めております。

当社監査役は、会計監査人より各事業年度の監査計画及び監査結果について報告を受けており、また、必要に応じ

て適宜情報交換を行うなど、緊密に連携を図っております。

当社監査役は、内部監査室長より、各事業年度の内部監査計画及び内部監査結果について報告を受けており、ま

た、必要に応じて適宜情報交換を行うなど、緊密に連携を図っております。

　

⑨ 内部統制システムの整備の状況等

当社の内部統制システムといたしましては、コーポレート・ガバナンスの健全性を保つため、基本方針を以下の

ように定め、各職務を執行しております。

（a）取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・　当社は、企業行動憲章を代表取締役社長が、繰返しその精神の遵守を取締役、監査役及び使用人（契約社員、

派遣社員、業務委託社員を含む）に求めることにより、法令遵守及び倫理維持（「コンプライアンス」）

をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底しています。

・　当社は、管理部門責任者を委員長とし、本部長または関係部署長を委員とするコンプライアンス委員会が中

心になってコンプライアンスを推進しています。

・　当社は、社外に常設のコンプライアンス・ホットラインを通して、不正行為の早期発見と是正に努めていま

す。また、社内にも全てのコンプライアンス問題に関する通報窓口を通して、社員等からの相談を受ける体

制を構築しています。

・　社長直属の内部監査室は、経営の品質保証のため、内部統制の整備及び運用状況を、業務の有効性・効率性、

財務報告の信頼性、及びコンプライアンスの観点から検証するとともに、リスクマネジメントの妥当性・

有効性を評価し、その改善に向けて助言・提言を行っています。

・　当社は、良き企業市民として、社会貢献活動を積極的に行います。更に当社は、市民社会の秩序や安全に脅威

を与える反社会的勢力及び団体に対し毅然として対決します。
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（b）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・　当社は、総務部長を文書取扱の統轄管理責任者とし、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書の他、そ

の職務の執行に係わる情報を含む重要な文書等は、法令及び「文書管理規程」等に基づき、適切に保存及

び管理しています。

（c）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・　当社は、リスク管理に関する基本方針と関連規程に基づき、リスク管理を行っています。平時には代表取締

役社長を委員長とする常設のリスクマネジメント委員会において、組織横断的なリスク状況の監視並びに

全社的対応を行っています。また、緊急事態には代表取締役社長を対策本部長とし、対策本部を設置して、

緊急事態に対応する方針です。

（d）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・　取締役及び社員は、「取締役会規程」及び「決裁規程」等に基づく適正な意思決定ルールに従い、職務を執

行しています。 

・　当社は、代表取締役社長の的確な判断を補佐するため、「経営執行会議規程」に基づき、経営執行会議を定

期的に開催しています。

・　当社は、長期経営計画を策定し、事業を展開しております。また、年度ごとの事業計画に数値目標を含め、業

績評価と予算管理を行い、その達成状況を、毎月取締役会に報告しています。

（e）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制

・　当社は、監査役の職務を補助すべき使用人はおりませんが、監査役は、必要に応じて監査担当者の任命を代

表取締役社長に要請することができるものとし、代表取締役社長は、その要請を受けた場合には、必要な範

囲内で監査担当者を任命します。

・　監査役より監査業務に必要な命令を受けた社員は、その命令に関して、取締役、内部監査部門等の指揮命令

を受けません。

・　監査役による各業務執行取締役及び重要な各使用人からの個別ヒアリングの機会を設けます。 

・　取締役及び執行役員は、当社に著しい損害、若しくは影響を及ぼす事実を発見した場合、速やかに監査役に

報告します。

・　監査役は、重要な意思決定の過程及び業務執行の状況を把握するため取締役会の他、経営執行会議その他の

重要会議に出席することができます。

・　監査役は、代表取締役社長、会計監査人それぞれとの間で意見交換会を開催しています。

　

⑩ 取締役等に対する報酬

当事業年度に計上した当社の取締役及び監査役の報酬等は以下のとおりです。　

役員区分　
　

報酬の総額
　

報酬等の種類別の総額（千円）　 対象となる役員
の員数(人)

　
基本報酬　

ストックオプ
ション

賞与 退職慰労金

取締役

（うち社外取締役）

（注）２

85,829

（14,413）

71,270

（11,903）

　14,559

（2,510）

－

（－）

－

（－）

６名

（３名）

監査役

（うち社外監査役）

（注）３　

20,279

（20,279）

20,279

（20,279）

－

（－）

－

（－）

－

（－）

４名

（４名）

（注）１．当社の株主総会決議による報酬限度額は、取締役が１億3,000万円、監査役が3,000万円です。

２．平成24年７月31日付で取締役を辞任した尾川修を含みます。

３．平成24年３月29日付で監査役を退任した後藤雅彦を含みます。　

　

⑪ 社外取締役及び社外監査役と当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

当社は、取締役 Lowell Searsに新株予約権1,051個、取締役 George Morstynに新株予約権1,174個を付与してお

ります。その他、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

当社は、監査役 一條實昭が所属するアンダーソン・毛利・友常法律事務所と取引関係があります。その他、人的

関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。
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⑫ 取締役の責任免除

当社は、会社法第423条第１項につき、取締役が職務の遂行にあたり、その能力を十分に発揮し、期待される役割を

果たし得るようにするため、取締役会の決議により取締役の責任を免除する決議ができることを定款において定め

ております。

　

⑬ 監査役の責任免除

当社は、会社法第423条第１項につき、監査役が職務の遂行にあたり、その能力を十分に発揮し、期待される役割を

果たし得るようにするため、取締役会の決議により監査役の責任を免除する決議ができることを定款において定め

ております。

　

⑭ 社外取締役との責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項に基づき、会社法第423条第１項の責任につき、当該社外取締役が職

務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、金100万円または法令が定める額のいずれか高い額を限度と

して責任を負担するとする責任限定契約を締結しております。

　

⑮ 社外監査役との責任限定契約の内容の概要

当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項に基づき、会社法第423条第１項の責任につき、当該社外監査役が職

務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、金100万円または法令が定める額のいずれか高い額を限度と

して責任を負担するとする責任限定契約を締結しております。

　

⑯ 取締役の定数・取締役の選解任の決議要件に関する別段の定め

当社は、取締役の定数につき、10名以内とする旨を定款に定めています。

また、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を、定款に定めています。

取締役の解任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を、定款に定めています。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

　

⑰ 監査役の定数・監査役の選解任の決議要件に関する別段の定め

当社は、監査役の定数につき、４名以内とする旨を定款に定めています。

また、監査役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を、定款に定めています。

監査役の解任決議については、会社法と異なる別段の定めはありません。

　

⑱ 社外取締役及び社外監査役が企業統治において果たす機能及び役割並びに当該社外取締役又は社外監査役を選

任するための当社からの独立性に関する基準又は方針の内容

　当社は、社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものはあ

りませんが、その選任に際しては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社外役員として

の職務を遂行できる十分な独立性が確保できることを個別に判断しております。また、それぞれの職務での豊富な

経験・知識に基づく視点を生かし、客観的・中立的な立場から経営の監視と助言を行うことができる人材を選任し

ております。　

　社外取締役は、製薬業界等での豊富な経験で培われた知識を企業経営全般に活かし、取締役会の透明性の向上及び

監督機能の強化のため、独立性をもって経営の監視と助言を行うことが期待できるものと考えております。

　また、社外監査役は、独立した立場からそれぞれの豊富な経験・知見を生かし、取締役会において積極的に発言す

ることで経営の監視機能を果たしており、他の監査役、内部監査部門、会計監査人等と連携し、経営監視機能の充実

に努めております。

　

⑲株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行う旨を、定款に定めています。
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⑳ 中間配当

当社は、「取締役会の決議によって、毎年６月30日を基準日として中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。また、期末配当・中間配当のほか、「基準日を定めて剰余金の配当を行うことができる。」旨を定款

に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能にするためであります。なお、配当の決定機関は、中間

配当については取締役会であります。　

　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）

15,500　 　－ 13,000　 　－

　

②【その他重要な報酬の内容】

前事業年度

該当事項はありません。

当事業年度

該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前事業年度

該当事項はありません。

当事業年度

該当事項はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

監査人員数、監査日程等を勘案した上で決定し、監査役会において同意しております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について
当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づいて

作成しております。

　

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成24年１月１日から平成24年12月31日ま

で）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

　

３．連結財務諸表について
当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

　

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を適

切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加するなどの取組みを行っております。　　
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１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年12月31日)

当事業年度
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,558,714 4,540,022

売掛金 162,409 148,081

有価証券 1,952,533 300,000

商品及び製品 207,467 164,571

貯蔵品 － 320

前払費用 79,038 98,192

立替金 124,589 99,036

未収消費税等 69,571 39,495

為替予約 － 21,385

その他 24,067 9,517

流動資産合計 7,178,392 5,420,623

固定資産

有形固定資産

建物 7,358 7,705

減価償却累計額 △4,889 △5,067

建物（純額） 2,468 2,637

工具、器具及び備品 32,410 33,921

減価償却累計額 △17,471 △22,837

工具、器具及び備品（純額） 14,938 11,084

有形固定資産合計 17,407 13,721

無形固定資産

ソフトウエア 9,541 8,324

リース資産 3,189 2,540

無形固定資産合計 12,730 10,864

投資その他の資産

長期前払費用 24,300 27,646

敷金及び保証金 23,264 29,334

投資その他の資産合計 47,564 56,980

固定資産合計 77,702 81,567

資産合計 7,256,094 5,502,190
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年12月31日)

当事業年度
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 308,953 329,768

リース債務 719 673

未払金 277,898 195,833

未払法人税等 19,073 15,588

前受金 1,382 －

その他 37,719 56,662

流動負債合計 645,746 598,527

固定負債

リース債務 2,691 2,017

退職給付引当金 2,092 1,688

固定負債合計 4,783 3,705

負債合計 650,529 602,232

純資産の部

株主資本

資本金 6,024,610 6,024,610

資本剰余金

資本準備金 5,994,610 5,994,610

資本剰余金合計 5,994,610 5,994,610

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △5,413,091 △7,146,411

利益剰余金合計 △5,413,091 △7,146,411

自己株式 △17 △17

株主資本合計 6,606,110 4,872,790

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △546 －

評価・換算差額等合計 △546 －

新株予約権 － 27,167

純資産合計 6,605,564 4,899,957

負債純資産合計 7,256,094 5,502,190
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②【損益計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高

商品売上高 1,632,471 1,955,178

権利収入 250,050 －

売上高合計 1,882,521 1,955,178

売上原価

商品期首たな卸高 － 207,467

当期商品仕入高 1,433,633 1,321,514

合計 1,433,633 1,528,982

他勘定振替高 ※3
 1,981

※3
 2,211

商品期末たな卸高 207,467 164,571

商品売上原価 1,224,185 1,362,199

売上総利益 658,336 592,979

販売費及び一般管理費 ※1, ※2, ※3
 2,725,182

※1, ※2, ※3
 2,293,253

営業損失（△） △2,066,846 △1,700,273

営業外収益

受取利息 863 1,585

有価証券利息 2,559 3,353

保険配当金 1,044 1,122

助成金収入 51,891 －

その他 23 1,247

営業外収益合計 56,382 7,309

営業外費用

支払利息 668 137

支払手数料 21,967 10,829

株式交付費 16,721 －

社債発行費 － 9,473

為替差損 9,895 15,755

株式公開費用 35,665 －

その他 － 320

営業外費用合計 84,919 36,516

経常損失（△） △2,095,382 △1,729,480

特別損失

固定資産除却損 － ※4
 39

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 5,331 －

特別損失合計 5,331 39

税引前当期純損失（△） △2,100,713 △1,729,520

法人税、住民税及び事業税 3,800 3,800

法人税等合計 3,800 3,800

当期純損失（△） △2,104,513 △1,733,320
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③【株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 3,710,830 6,024,610

当期変動額

新株の発行 2,313,780 －

当期変動額合計 2,313,780 －

当期末残高 6,024,610 6,024,610

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 3,680,830 5,994,610

当期変動額

新株の発行 2,313,780 －

当期変動額合計 2,313,780 －

当期末残高 5,994,610 5,994,610

資本剰余金合計

当期首残高 3,680,830 5,994,610

当期変動額

新株の発行 2,313,780 －

当期変動額合計 2,313,780 －

当期末残高 5,994,610 5,994,610

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △3,308,577 △5,413,091

当期変動額

当期純損失（△） △2,104,513 △1,733,320

当期変動額合計 △2,104,513 △1,733,320

当期末残高 △5,413,091 △7,146,411

利益剰余金合計

当期首残高 △3,308,577 △5,413,091

当期変動額

当期純損失（△） △2,104,513 △1,733,320

当期変動額合計 △2,104,513 △1,733,320

当期末残高 △5,413,091 △7,146,411

自己株式

当期首残高 － △17

当期変動額

自己株式の取得 △17 －

当期変動額合計 △17 －

当期末残高 △17 △17
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（単位：千円）

前事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

株主資本合計

当期首残高 4,083,082 6,606,110

当期変動額

新株の発行 4,627,560 －

当期純損失（△） △2,104,513 △1,733,320

自己株式の取得 △17 －

当期変動額合計 2,523,028 △1,733,320

当期末残高 6,606,110 4,872,790

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △18 △546

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△527 546

当期変動額合計 △527 546

当期末残高 △546 －

評価・換算差額等合計

当期首残高 △18 △546

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△527 546

当期変動額合計 △527 546

当期末残高 △546 －

新株予約権

当期首残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 27,167

当期変動額合計 － 27,167

当期末残高 － 27,167

純資産合計

当期首残高 4,083,064 6,605,564

当期変動額

新株の発行 4,627,560 －

当期純損失（△） △2,104,513 △1,733,320

自己株式の取得 △17 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △527 27,713

当期変動額合計 2,522,500 △1,705,606

当期末残高 6,605,564 4,899,957
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④【キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △2,100,713 △1,729,520

減価償却費 8,167 8,560

差入保証金償却額 2,398 1,444

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 5,331 －

株式報酬費用 － 27,167

退職給付引当金の増減額（△は減少） 257 △404

受取利息 △3,422 △4,938

支払利息 668 137

為替差損益（△は益） 23,647 1,630

株式交付費 16,721 －

支払手数料 21,967 10,829

固定資産除却損 － 39

売上債権の増減額（△は増加） △156,474 14,328

たな卸資産の増減額（△は増加） △207,467 42,575

前払費用の増減額（△は増加） 11,728 △19,183

立替金の増減額（△は増加） △38,507 25,552

未収消費税等の増減額（△は増加） △69,571 30,076

その他の流動資産の増減額（△は増加） △20,592 △6,835

長期前払費用の増減額（△は増加） △24,300 △3,346

仕入債務の増減額（△は減少） 307,784 20,814

未払金の増減額（△は減少） 153,739 △82,105

未払消費税等の増減額（△は減少） △8,107 －

前受金の増減額（△は減少） － △1,382

その他の流動負債の増減額（△は減少） 13,889 15,458

その他 404 291

小計 △2,062,451 △1,648,808

利息及び配当金の受取額 3,688 4,917

コミットメントフィーの支払額 △10,829 △10,800

利息の支払額 △664 △96

法人税等の支払額 △3,800 △3,800

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,074,057 △1,658,588

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △300,000

有価証券の取得による支出 △201,283 △300,000

有価証券の償還による収入 100,000 200,000

有形固定資産の取得による支出 △1,422 △1,858

無形固定資産の取得による支出 △10,940 △1,190

敷金及び保証金の差入による支出 △4,257 △8,105

敷金及び保証金の回収による収入 546 590

投資活動によるキャッシュ・フロー △117,356 △410,563
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（単位：千円）

前事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

当事業年度
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 － △719

株式の発行による収入 4,627,560 －

株式の発行による支出 △16,721 －

自己株式の取得による支出 △17 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,610,820 △719

現金及び現金同等物に係る換算差額 △24,193 △1,084

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,395,213 △2,070,956

現金及び現金同等物の期首残高 3,915,765 6,310,978

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 6,310,978

※
 4,240,022
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【重要な会計方針】

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）によっております。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

２．デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法によっております。

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

４．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　２～18年

工具、器具及び備品　　　４～10年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

５．繰延資産の処理方法

(1) 株式交付費

全額発生時の費用として処理しております。

(2) 社債発行費　

全額発生時の費用として処理しております。

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

７．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

なお、当事業年度においては、過去の貸倒実績及び回収不能と見込まれる債権残高がないため計上してお

りません。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見積り額に基づき計上しておりま

す。

８．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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【表示方法の変更】

（損益計算書）　

前事業年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険配当金」は、営業外収益の

総額の100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させる

ため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた1,068千円は、「保

険配当金」1,044千円、「その他」23千円として組み替えております。　

　

　

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

１　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成23年12月31日）
当事業年度

（平成24年12月31日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの

総額
1,350,000千円 1,350,000千円

借入実行残高 － －

差引額 1,350,000 1,350,000

　

　

（損益計算書関係）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度1.4％、当事業年度2.1％、一般管理費に属する費用のおお

よその割合は前事業年度98.6％、当事業年度97.9％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

役員報酬 98,271千円 106,108千円

給与手当 265,620 305,679

退職給付費用 713 921

研究開発費 1,945,029 1,438,125

減価償却費 7,653 6,990

　

※２　一般管理費に含まれる研究開発費の総額

前事業年度
（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

1,945,029千円 1,438,125千円

　　

※３　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

販売費及び一般管理費 1,981千円 　 2,211千円

　

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

ソフトウエア －千円 39千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

 発行済株式     

 　　普通株式　（注１） 111,737 19,019,163 － 19,130,900

合計 111,737 19,019,163 － 19,130,900

 自己株式     

 　　普通株式　（注２） － 75 － 75

合計 － 75 － 75

（注）１．普通株式の発行済株式の増加19,019,163株は、第三者割当による新株の発行による増加28,572株、募集による

新株の発行による増加5,100,000株、及び平成23年６月２日付で１株を100株の割合で株式分割を行ったことに

よる増加13,890,591株であります。

２．普通株式の自己株式の増加75株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度
末残高
（千円）

当事業
年度期首

増加 減少
当事業
年度末

提出会社
ストック・オプション

としての新株予約権
― － － － － －

合計 － － － － －

（注）上記の新株予約権の目的となる株式の種類及び新株予約権の目的となる株式の数については、（ストック・オプ

ション等関係）に記載しております。

　

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

 発行済株式     

 　　普通株式 19,130,900 － － 19,130,900

合計 19,130,900 － － 19,130,900

 自己株式     

 　　普通株式 75 － － 75

合計 75 － － 75
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度
末残高
（千円）

当事業
年度期首

増加 減少
当事業
年度末

提出会社
ストック・オプション

としての新株予約権
― － － － － 27,167

合計 － － － － 27,167

（注）上記の新株予約権の目的となる株式の種類及び新株予約権の目的となる株式の数については、（ストック・オプ

ション等関係）に記載しております。

　

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

　

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前事業年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

現金及び預金勘定 4,558,714千円 4,540,022千円

有価証券勘定 1,952,533 300,000

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － △300,000

取得日から償還日までの期間が３ヶ月を超える債券 △200,270 △300,000

現金及び現金同等物 6,310,978 4,240,022
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（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

無形固定資産

ソフトウエアであります。

②　リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社は、パイプラインの開発計画に照らし、必要な資金（主に第三者割当及び募集による株式発行）を調達

しております。一時的な余資は、安全性を最優先に流動性の高い金融資産で運用しております。

デリバティブ取引は、社内規程で定められた範囲を対象に行い、原則として投機的な取引は行わない方針で

あります。

　

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金、共同開発に係る立替金は、顧客ないし共同開発パートナーの信用リスクに晒されて

おります。また、外貨建の営業債権については、為替の変動リスクに晒されております。

有価証券は、元本割れのリスクを極力排した商品を選定していますが、市場価格の変動リスクはゼロではあ

りません。

営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。また、外貨建の営業

債務については、為替の変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、為替変動リスクを回避するために行っており、外貨建金銭債権債務の残高や外貨建営

業取引に係る輸出入実績等を踏まえ、社内規程で定められた範囲内での為替予約取引を利用しております。

敷金及び保証金については、そのほとんどが事務所の賃貸に係る保証金であり、その返還に関しては賃貸人

の信用リスクに左右されます。

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償

還日は最長で決算日後４年であります。

　

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、与信管理規程に従い、マーケティング部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリ

ングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握

や軽減を図っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い金融

機関とのみ取引を行っています。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

預金については、高い信用格付けを有する金融機関を中心に取引を行っております。

有価証券については、資金管理規程に従い、一定程度を上回る格付けや運用期間等で、元本割れリスクを極

力排しております。

外貨建債権債務については、為替の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。

デリバティブ取引については、社内規程で定められた決裁手続きを経て、財務経理部が実行及び管理を

行っております。月次の取引実績は、経営執行会議に報告しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性

の維持などにより流動性リスクを管理しております。

　

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティ

ブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではあり

ません。

　

(5）信用リスクの集中

当事業年度の決算日現在における営業債権の100％が特定の大口顧客に対するものであります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

　

前事業年度（平成23年12月31日）

　
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 4,558,714 4,558,714 －

(2) 売掛金 162,409 162,409 －

(3) 有価証券 1,952,533 1,952,533 －

(4) 立替金 124,589 124,589 －

(5) 未収消費税等　 69,571 69,571 －

　資産計 6,867,818 6,867,818 －

(1) 買掛金 308,953 308,953 －

(2) リース債務（短期） 719 719 －

(3) 未払金 277,898 277,898 －

(4) 未払法人税等 19,073 19,073 －

(5) リース債務（長期） 2,691 2,691 －

　負債計 609,336 609,336 －

　デリバティブ取引計 － － －

　

当事業年度（平成24年12月31日）

　
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 4,540,022 4,540,022 －

(2) 売掛金 148,081 148,081 －

(3) 有価証券 300,000 300,000 －

(4) 立替金 99,036 99,036 －

(5) 未収消費税等　 39,495 39,495 －

　資産計 5,126,635 5,126,635 －

(1) 買掛金 329,768 329,768 －

(2) リース債務（短期） 673 678 4

(3) 未払金 195,833 195,833 －

(4) 未払法人税等 15,588 15,588 －

(5) リース債務（長期） 2,017 2,023 5

　負債計 543,882 543,892 10

　デリバティブ取引計
(*１) 21,385 21,385 －

(*１)デリバティブ取引、債権・債務を差引きした合計を表示しています。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(4) 立替金、(5) 未収消費税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3) 有価証券

債券は金融機関から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項

については、「有価証券関係」注記をご参照下さい。

負　債

(1) 買掛金、(3) 未払金、(4) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(2) リース債務（短期）、(5) リース債務（長期）

リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。　

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：千円）

区分
前事業年度

（平成23年12月31日）
当事業年度

（平成24年12月31日）

敷金及び保証金 23,264 29,334

敷金及び保証金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため上表に含めており

ません。

　

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成23年12月31日）

　
１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

預金 4,558,543 － － －

売掛金 162,409 － － －

有価証券 　 　 　 　

　その他有価証券のうち満期があるもの 　 　 　 　

　　(1) 社債 200,000 － － －

　　(2) その他 1,752,263 － － －

立替金 124,589 － － －

合計 6,797,805 － － －
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当事業年度（平成24年12月31日）

　
１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

預金 4,539,915 － － －

売掛金 148,081 － － －

有価証券 　 　 　 　

　その他有価証券のうち満期があるもの 　 　 　 　

　　債券 　 　 　 　

　　　(1) その他 300,000 － － －

立替金 99,036 － － －

合計 5,087,032 － － －

　

４．リース債務の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成23年12月31日）

　
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

リース債務（短期） 719 － － － － －

リース債務（長期） － 673 682 692 642 －

合計 719 673 682 692 642 －

　

当事業年度（平成24年12月31日）

　
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

リース債務（短期） 673 － － － － －

リース債務（長期） － 682 692 642 － －

合計 673 682 692 642 － －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前事業年度（平成23年12月31日）

　 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券 　 　 　

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 200,270 200,816 △546

③　その他 － － －

(3）その他 1,752,263 1,752,263 －

合計 1,952,533 1,953,079 △546

　

当事業年度（平成24年12月31日）

　 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券 　 　 　

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 300,000 300,000 －

(3）その他 － － －

合計 300,000 300,000 －

　

２．売却したその他有価証券

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年12月31日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

(1）株式 － － －

(2）債券 　 　 　

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 1,853,428 － －

合計 1,853,428 － －
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

前事業年度（平成23年12月31日）

該当事項はありません。

　　

当事業年度（平成24年12月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超
（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外の取引
為替予約取引     
買建     
ユーロ 242,027 － 21,385 21,385

合計 242,027 － 21,385 21,385

（注）　時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。

　

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用し、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を採用

しております。

　

２．退職給付債務に関する事項

  
前事業年度

（平成23年12月31日）
当事業年度

（平成24年12月31日）

(1）退職給付債務（千円） △2,092 △1,688 

(2）退職給付引当金（千円） △2,092 △1,688 

（注）退職給付債務の算定にあたり、簡便法（当事業年度末自己都合要支給額）を採用しています。

　

３．退職給付費用に関する事項

 
前事業年度

（自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日）

当事業年度
（自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日）

退職給付費用（千円） 1,750 2,133

(1）勤務費用（千円） 395 311

(2）確定拠出年金への掛金支払額（千円） 1,355 1,822

　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。　
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションによる費用計上額及び科目名

　 （単位：千円）

　
前事業年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

販売費及び一般管理費 － 27,167

　

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

　 第１回 第２回

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　　　３名

当社監査役　　　１名

当社従業員　　　６名

社外協力者　　　12名　合計22名

社外協力者　　　１名

株式の種類別のストック・オ

プションの数
普通株式　390,000株 普通株式　2,000株

付与日 平成17年6月20日 平成17年6月22日

権利確定条件

１．権利行使時において、当社の取締役、監

査役、顧問もしくは従業員の地位を有

していること。ただし、任期満了による

退任、定年退職、別途取締役会が認めた

場合及び社外協力者の場合はこの限り

ではない。

２．当社株式が、証券取引所に株式公開し

ていること。

同左

対象勤務期間 対象勤務期間は定められておりません。 同左

権利行使期間
平成19年６月21日から

平成27年６月20日まで

平成19年６月23日から

平成27年６月22日まで

　

　 第４回 第５回

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　　　７名

当社取締役　　　１名

当社従業員　　　16名

社外協力者　　　１名　合計18名　

株式の種類別のストック・オ

プションの数
普通株式　47,000株 普通株式　117,000株

付与日 平成17年12月１日 平成18年１月31日

権利確定条件

１．権利行使時において、当社の取締役、監

査役、顧問もしくは従業員の地位を有

していること。ただし、任期満了による

退任、定年退職、別途取締役会が認めた

場合及び社外協力者の場合はこの限り

ではない。

２．当社株式が、証券取引所に株式公開し

ていること。

同左

対象勤務期間 対象勤務期間は定められておりません。 同左

権利行使期間
平成19年12月２日から

平成27年９月１日まで

平成20年２月１日から

平成27年９月１日まで　
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　 第６回 第７回

付与対象者の区分及び人数

当社監査役　　　１名

当社従業員　　　３名

社外協力者　　　６名　合計10名　

当社取締役　　　６名

当社監査役　　　２名

当社従業員　　　16名

社外協力者　　　９名　合計33名　

株式の種類別のストック・オ

プションの数
普通株式　45,000株 普通株式　200,000株

付与日 平成18年４月18日 平成18年７月１日

権利確定条件

１．権利行使時において、当社の取締役、監

査役、顧問もしくは従業員の地位を有

していること。ただし、任期満了による

退任、定年退職、別途取締役会が認めた

場合及び社外協力者の場合はこの限り

ではない。

２．当社株式が、証券取引所に株式公開し

ていること。　

同左

対象勤務期間 対象勤務期間は定められておりません。 同左

権利行使期間
平成20年４月19日から

平成28年３月30日まで　

平成20年７月２日から

平成28年３月30日まで　

　

　 第８回 第９回

付与対象者の区分及び人数
当社従業員　　　６名

社外協力者　　　５名　合計11名　

当社取締役　　　３名

当社監査役　　　２名　合計５名　

株式の種類別のストック・オ

プションの数
普通株式　52,000株 普通株式　66,000株

付与日 平成18年12月４日 平成19年２月１日

権利確定条件

１．権利行使時において、当社の取締役、監

査役、顧問もしくは従業員の地位を有

していること。ただし、任期満了による

退任、定年退職、別途取締役会が認めた

場合及び社外協力者の場合はこの限り

ではない。

２．当社株式が、証券取引所に株式公開し

ていること。　

同左

対象勤務期間 対象勤務期間は定められておりません。 同左

権利行使期間
平成20年12月２日から

平成28年３月30日まで　

平成21年１月24日から

平成29年１月23日まで　
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　 第10回 第11回

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　　　24名
当社従業員　　　６名

社外協力者　　　３名　合計９名

株式の種類別のストック・オ

プションの数
普通株式　51,000株 普通株式　34,000株

付与日 平成19年２月１日 平成19年３月15日

権利確定条件

１．権利行使時において、当社の取締役、監

査役、顧問もしくは従業員の地位を有

していること。ただし、任期満了による

退任、定年退職、別途取締役会が認めた

場合及び社外協力者の場合はこの限り

ではない。

２．当社株式が、証券取引所に株式公開し

ていること。

同左

対象勤務期間 対象勤務期間は定められておりません。 同左

権利行使期間
平成21年１月24日から

平成29年１月23日まで

平成21年３月３日から

平成29年３月２日まで

　

　 第12回 第13回

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　　５名

当社監査役　　　１名　合計６名

当社従業員　　　33名

社外協力者　　　12名　合計45名

株式の種類別のストック・オ

プションの数
普通株式　82,000株 普通株式　170,000株

付与日 平成19年８月29日 平成19年８月29日

権利確定条件

１．権利行使時において、当社の取締役、監

査役、顧問もしくは従業員の地位を有

していること。ただし、任期満了による

退任、定年退職、別途取締役会が認めた

場合及び社外協力者の場合はこの限り

ではない。

２．当社株式が、証券取引所に株式公開し

ていること。

同左

対象勤務期間 対象勤務期間は定められておりません。 同左

権利行使期間
平成21年８月29日から

平成29年８月28日まで

平成21年８月29日から

平成29年８月28日まで
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　 第14回 第15回

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　　５名

当社監査役　　　１名　合計６名
当社従業員　　　40名

株式の種類別のストック・オ

プションの数
普通株式　207,000株 普通株式　204,500株

付与日 平成20年10月１日 平成20年10月１日

権利確定条件

１．権利行使時において、当社の取締役、監

査役、顧問もしくは従業員の地位を有

していること。ただし、任期満了による

退任、定年退職、別途取締役会が認めた

場合及び社外協力者の場合はこの限り

ではない。

２．当社株式が、証券取引所に株式公開し

ていること。

同左

対象勤務期間 対象勤務期間は定められておりません。 同左

権利行使期間
平成22年10月１日から

平成30年９月30日まで

平成22年10月１日から

平成30年９月30日まで

　

　 第16回 第17回

付与対象者の区分及び人数 社外協力者　　　14名
当社取締役　　　３名

当社監査役　　　１名　合計４名　

株式の種類別のストック・オ

プションの数
普通株式　85,000株 普通株式　72,000株

付与日 平成20年10月１日 平成21年３月18日

権利確定条件

１．権利行使時において、当社の取締役、監

査役、顧問もしくは従業員の地位を有

していること。ただし、任期満了による

退任、定年退職、別途取締役会が認めた

場合及び社外協力者の場合はこの限り

ではない。

２．当社株式が、証券取引所に株式公開し

ていること。

同左

対象勤務期間 対象勤務期間は定められておりません。 同左

権利行使期間
平成22年10月１日から

平成30年９月30日まで　

平成23年３月19日から

平成31年３月18日まで　

　

　 第18回 第19回

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　　　45名 社外協力者　　　２名

株式の種類別のストック・オ

プションの数
普通株式　115,000株 普通株式　12,500株

付与日 平成21年３月18日 平成21年３月18日

権利確定条件

１．権利行使時において、当社の取締役、監

査役、顧問もしくは従業員の地位を有

していること。ただし、任期満了による

退任、定年退職、別途取締役会が認めた

場合及び社外協力者の場合はこの限り

ではない。

２．当社株式が、証券取引所に株式公開し

ていること。

同左

対象勤務期間 対象勤務期間は定められておりません。 同左

権利行使期間
平成23年３月19日から

平成31年３月18日まで

平成23年３月19日から

平成31年３月18日まで
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　 第20回 第21回

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　　６名

当社監査役　　　１名　合計７名　
当社従業員　　　50名

株式の種類別のストック・オ

プションの数
普通株式　361,000株 普通株式　326,500株

付与日 平成22年３月31日 平成22年３月31日

権利確定条件

１．権利行使時において、当社の取締役、監

査役、顧問もしくは従業員の地位を有

していること。ただし、任期満了による

退任、定年退職、別途取締役会が認めた

場合及び社外協力者の場合はこの限り

ではない。

２．当社株式が、証券取引所に株式公開し

ていること。

同左

対象勤務期間 対象勤務期間は定められておりません。 同左

権利行使期間
平成24年４月１日から

平成32年３月31日まで

平成24年４月１日から

平成32年３月31日まで

　

　 第22回 第23回

付与対象者の区分及び人数 社外協力者　　　13名 当社従業員　　　９名

株式の種類別のストック・オ

プションの数
普通株式　153,000株 普通株式　32,000株

付与日 平成22年３月31日 平成22年10月15日

権利確定条件

１．権利行使時において、当社の取締役、監

査役、顧問もしくは従業員の地位を有

していること。ただし、任期満了による

退任、定年退職、別途取締役会が認めた

場合及び社外協力者の場合はこの限り

ではない。

２．当社株式が、証券取引所に株式公開し

ていること。

同左

対象勤務期間 対象勤務期間は定められておりません。 同左

権利行使期間
平成24年４月１日から

平成32年３月31日まで

平成24年10月15日から

平成32年10月14日まで

　

　 第24回 第25回

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　　　５名 当社従業員　　　59名

株式の種類別のストック・オ

プションの数
普通株式　192,000株 普通株式　195,000株

付与日 平成23年３月31日 平成23年３月31日

権利確定条件

１．権利行使時において、当社の取締役、監

査役、顧問もしくは従業員の地位を有

していること。ただし、任期満了による

退任、定年退職、別途取締役会が認めた

場合及び社外協力者の場合はこの限り

ではない。

２．当社株式が、証券取引所に株式公開し

ていること。

同左

対象勤務期間 対象勤務期間は定められておりません。 同左

権利行使期間
平成25年３月31日から

平成33年３月30日まで

平成25年３月31日から

平成33年３月30日まで
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　 第26回 第27回

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　　　４名 当社従業員　　　70名

株式の種類別のストック・オ

プションの数
普通株式　362,500株 普通株式　430,700株

付与日 平成24年５月２日 平成24年５月２日

権利確定条件

当社と対象者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」には特段の定めがないが、

権利行使条件の中に権利確定条件とみなさ

れる条件が含まれております。権利行使条

件は※(1)～(6)のとおり

同左

対象勤務期間 権利行使条件の※(2)～(3)を満たす期間同左

権利行使期間
平成26年４月18日から

平成34年４月17日まで　

平成26年４月18日から

平成34年４月17日まで　

　

　 第28回

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　　　５名

株式の種類別のストック・オ

プションの数
普通株式　16,500株

付与日 平成24年９月28日

権利確定条件

当社と対象者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」には特段の定めがないが、

権利行使条件の中に権利確定条件とみなさ

れる条件が含まれております。権利行使条

件は※(1)～(6)のとおり

対象勤務期間 権利行使条件の※(2)～(3)を満たす期間

権利行使期間
平成26年９月14日から

平成34年９月13日まで　

※(1) 各新株予約権の１個に満たない端数は行使できないものとする。

(2) 権利を付与された者は、以下の区分に従って、付与された権利の一部または全部を行使することが可能となる。

＜第26回及び第27回新株予約権＞　

(a) 平成26年４月18日から平成27年４月17日までは、付与された新株予約権の個数の４分の１を上限として権利を

行使することができる。

(b) 平成27年４月18日から平成28年４月17日までは、付与された新株予約権の個数の２分の１を上限として権利を

行使することができる。

(c) 平成28年４月18日から平成29年４月17日までは、付与された新株予約権の個数の４分の３を上限として権利を

行使することができる。

(d) 平成29年４月18日から平成34年４月17日までは、付与された新株予約権のすべてについて権利を行使すること

ができる。

＜第28回新株予約権＞　

(a) 平成26年９月14日から平成27年９月13日までは、付与された新株予約権の個数の４分の１を上限として権利を

行使することができる。

(b) 平成27年９月14日から平成28年９月13日までは、付与された新株予約権の個数の２分の１を上限として権利を

行使することができる。

(c) 平成28年９月14日から平成29年９月13日までは、付与された新株予約権の個数の４分の３を上限として権利を

行使することができる。

(d) 平成29年９月14日から平成34年９月13日までは、付与された新株予約権のすべてについて権利を行使すること

ができる。

(3) 本新株予約権の割当を受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社または当社の関

係会社の取締役、監査役または従業員の地位を有していなければならない。ただし、下記のいずれかに該当する場合

にはこの限りではない。

(a) 当社または当社の関係会社の取締役または監査役が任期満了により退任した場合。

(b) 当社または当社の関係会社の従業員が定年により退職した場合。

(c) 当社または当社の関係会社の取締役、監査役または従業員が当社または当社の関係会社を円満に退任または退

職したものと取締役会が決議した場合。

(4) 本新株予約権を行使することができる期間（以下「本行使期間」という。）の開始前に、当社が消滅会社となる吸

収合併もしくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割もしくは新設分割または当社が完全子会社となる株式交
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換もしくは株式移転（以下これらを総称して「企業再編」という。）を行うことにつき、当社株主総会の決議（会

社法第319条により株主総会の決議があったものと見なされる場合を含む。以下同じ。）または当社取締役会の決議

（当該企業再編につき株主総会の決議が不要である場合に限る。）で承認された場合には、本新株予約権者は、権利

行使期間の定めにかかわらず、承認された日から当該企業再編の効力発生日の前日まで、本新株予約権を行使する

ことができるものとする。

(5) 本新株予約権者が

(a) 本行使期間の開始前に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の２分の１を上限とし

て

(b) 本行使期間内に死亡した場合には、当該新株予約権者が有する新株予約権の個数の全部を上限として

当該新株予約権者の相続人において、当該相続開始の日から６ヶ月以内に限り、本新株予約権を行使することがで

きるものとする。ただし、当該相続人が死亡した場合には、当該相続人の相続人は、本新株予約権を行使することが

できないものとする。

(6) 本新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。
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（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度（平成24年12月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については、株式数に換算して記載しております。　

①ストック・オプションの数

　 第１回 第２回 第４回 第５回

付与日 平成17年６月20日 平成17年６月22日 平成17年12月１日 平成18年１月31日

権利確定前 　 　 　 　

期首（株） －　 －　 －　 －　

付与（株） － － － －

失効（株） － － － －

権利確定（株） － － － －

未確定残（株） －　 －　 －　 －　

権利確定後 　 　　 　

期首（株） 361,000 2,000 5,000 84,500

権利確定（株） － － － －

権利行使（株） － － － －

失効（株） 10,000 － 5,000 82,500

未行使残（株） 351,000 2,000 － 2,000

　

　 第６回 第７回 第８回 第９回

付与日 平成18年４月18日 平成18年７月１日 平成18年12月４日 平成19年２月１日

権利確定前 　 　 　 　

期首（株） －　 －　 －　 －　

付与（株） － － － －

失効（株） － － －　 －

権利確定（株） － － － －

未確定残（株） －　 －　 －　 －　

権利確定後 　 　 　 　

期首（株） 13,000 156,000 19,000 54,000

権利確定（株） － － － －

権利行使（株） － － － －

失効（株） 11,000 95,000 18,000 51,000

未行使残（株） 2,000 61,000 1,000 3,000

　

　 第10回 第11回 第12回 第13回

付与日 平成19年２月１日 平成19年３月15日 平成19年８月29日 平成19年８月29日

権利確定前 　 　 　 　

期首（株） －　 －　 －　 －　

付与（株） － － － －

失効（株） － － － －　

権利確定（株） － － － －

未確定残（株） －　 －　 －　 －　

権利確定後 　 　 　 　

期首（株） 24,000 25,000 73,000 121,000

権利確定（株） － － － －

権利行使（株） － － － －

失効（株） 24,000 18,000 50,000 60,000

未行使残（株） － 7,000 23,000 61,000
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　 第14回 第15回 第16回 第17回

付与日 平成20年10月１日 平成20年10月１日 平成20年10月１日 平成21年３月18日

権利確定前 　 　 　 　

期首（株） －　 －　 －　 －　

付与（株） － － － －

失効（株） － － － －

権利確定（株） － － － －

未確定残（株） －　 －　 －　 －　

権利確定後 　 　 　 　

期首（株） 187,000 139,000 85,000 71,000

権利確定（株） － － － －

権利行使（株） － － － －

失効（株） 159,000 139,000 15,000 67,000

未行使残（株） 28,000 － 70,000 4,000

　

　 第18回 第19回 第20回　 第21回

付与日 平成21年３月18日 平成21年３月18日 　平成22年３月31日 平成22年３月31日

権利確定前 　 　 　 　

期首（株） －　 －　 361,000 276,500　

付与（株） － －　 － －　

失効（株） － －　 － －　

権利確定（株） － －　 361,000 276,500　

未確定残（株） －　 －　 － －　

権利確定後 　 　 　 　

期首（株） 80,000 12,500　 － －　

権利確定（株） － －　 361,000 276,500　

権利行使（株） － －　 － －　

失効（株） 80,000 10,000　 － 17,000　

未行使残（株） － 2,500　 361,000 259,500　

　

　 第22回 第23回 第24回 第25回

付与日 平成22年３月31日 平成22年10月15日平成23年３月31日 平成23年３月31日

権利確定前 　 　 　 　

期首（株） 153,000　 32,000　 192,000　 192,000　

付与（株） －　 －　 －　 －　

失効（株） －　 －　 －　 7,000　

権利確定（株） 153,000　 32,000　 －　 －　

未確定残（株） －　 －　 192,000　 185,000　

権利確定後 　 　 　 　

期首（株） －　 －　 －　 －　

権利確定（株） 153,000　 32,000　 －　 －　

権利行使（株） －　 －　 －　 －　

失効（株） －　 －　 －　 －　

未行使残（株） 153,000　 32,000　 －　 －　
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　 第26回 第27回 第28回

付与日 平成24年５月２日 平成24年５月２日 平成24年９月28日

権利確定前 　 　 　

期首（株） －　 －　 －　

付与（株） 362,500　 430,700　 16,500　

失効（株） －　 29,300　 －　

権利確定（株） －　 －　 －　

未確定残（株） 362,500　 401,400　 16,500　

権利確定後 　 　 　

期首（株） －　 －　 －　

権利確定（株） －　 －　 －　

権利行使（株） －　 －　 －　

失効（株） －　 －　 －　

未行使残（株） －　 －　 －　

　

②単価情報

　 第１回 第２回 第５回 第６回

付与日 平成17年６月20日平成17年６月22日平成18年１月31日平成18年４月18日

権利行使価格（円） 500　 500　 1,000　 1,000　

行使時平均株価（円） －　 －　 －　 －　

付与日における公正な評価単

価（円）
－　 －　 －　 －　

　

　 第７回 第８回 第９回 第11回

付与日 平成18年７月１日 平成18年12月４日 平成19年２月１日 平成19年３月15日

権利行使価格（円） 1,500　 1,500　 1,500　 1,500　

行使時平均株価（円） －　 －　 －　 －　

付与日における公正な評価単

価（円）
0　 0　 0　 0　

　

　 第12回 第13回 第14回 第16回

付与日 平成19年８月29日平成19年８月29日平成20年10月１日平成20年10月１日

権利行使価格（円） 1,500　 1,500　 1,200　 1,200　

行使時平均株価（円） －　 －　 －　 －　

付与日における公正な評価単

価（円）
0　 0　 0　 0　

　

　 第17回 第19回 第20回　 第21回

付与日 平成21年３月18日平成21年３月18日平成22年３月31日　平成22年３月31日

権利行使価格（円） 1,200　 1,200　 600 600　

行使時平均株価（円） －　 －　 － －　

付与日における公正な評価単

価（円）
0　 0　 0 0　

　

　 第22回 第23回 第24回 第25回

付与日 平成22年３月31日平成22年10月15日平成23年３月31日平成23年３月31日

権利行使価格（円） 600　 600　 700　 700　

行使時平均株価（円） －　 －　 －　 －　

付与日における公正な評価単

価（円）
0　 0　 0　 0　
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　 第26回 第27回 第28回

付与日 平成24年５月２日 平成24年５月２日 平成24年９月28日

権利行使価格（円） 570　 570　 570　

行使時平均株価（円） －　 －　 －　

付与日における公正な評価単

価（円）（注）

① 179

② 187

③ 195

④ 202　

① 179

② 187

③ 195

④ 202　

① 203

② 208

③ 213

④ 217　　

（注）①～④は、２（１）表中の権利行使期間の①～④に対応しております。

　

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当事業年度において付与されたストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下のとおりであり

ます。

（１）使用した評価技法　　　ブラック・ショールズ式

（２）主な基礎数値及び見積方法

　 第26回 第27回 第28回

株価変動性（注）２ 73.066％ 73.066％ 127.923％

予想残存期間（注）３

① 5.96年

② 6.46年

③ 6.96年

④ 7.46年　

① 5.96年

② 6.46年

③ 6.96年

④ 7.46年　

① 5.96年

② 6.46年

③ 6.96年

④ 7.46年　

予想配当（注）４ 0円／株 0円／株 0円／株

無リスク利子率（注）５ ① 0.370％

② 0.440％

③ 0.494％

④ 0.550％　

① 0.370％

② 0.440％

③ 0.494％

④ 0.550％　

① 0.288％

② 0.344％

③ 0.401％

④ 0.464％　

（注）１．①～④は、２（１）表中の権利行使期間の①～④に対応しております。

２．以下の区分ごとの期間の株価実績に基づき算定しております。

＜第26回及び第27回新株予約権＞

平成22年５月３日～平成24年５月２日の株価実績に基づき算定

但し、当社は平成23年10月20日に株式上場したため、上記期間に不足する期間（平成22年５月３日～平成23年

10月19日）については、当社と最も類似性の高いと考えられる企業を複数選定し、その株価情報により不足期

間を補っております。

＜第28回新株予約権＞

平成22年９月29日～平成24年９月28日の株価実績に基づき算定

但し、当社は平成23年10月20日に株式上場したため、上記期間に不足する期間（平成22年９月29日～平成23年

10月19日）については、当社と最も類似性の高いと考えられる企業を複数選定し、その株価情報により不足期

間を補っております。

３．十分なデータの蓄積が無く、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使されるも

のと推定して見積もっております。

４．過去の配当実績が無いため、予想配当は0円と仮定しております。

５．予想残存期間に対応する国債の利回りであります。　

　

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法　

過去の退職率の実績に基づき、権利不確定による失効数を見積もっております。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成23年12月31日）
　

当事業年度
（平成24年12月31日）

繰延税金資産 　　 　

一括償却資産償却超過額 1,702千円　 1,094千円

減価償却資産償却超過額 763 　 621

繰延資産償却超過額 265,563　 212,730

研究開発費否認 345,528　 836,309

買掛金否認 7,737　 14,899

未払金否認 27,129　 19,905

退職給付引当金否認 745 　 601

未払事業税否認 6,988　 5,203

資産除去債務否認 2,751　 3,143

繰越欠損金 1,343,142　 1,454,943

繰延税金資産小計 2,002,052　 2,549,452

評価性引当額 △2,002,052　 △2,549,452

繰延税金資産合計 － 　 －

繰延税金負債 　　 　

繰延税金負債合計 － 　 －

繰延税金資産の純額 － 　 －

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

税引前当期純損失が計上されているため、記載を省略しております。

　

（持分法損益等）

該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

当社は、賃貸事務所の不動産賃貸契約に基づく、退去時の原状回復に係る債務等を有しておりますが、当該契約に

伴う敷金及び保証金が資産に計上されていることから、資産除去債務の負債計上及びこれに対応する除去費用の資

産計上に代えて、当該敷金及び保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち

当事業年度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっております。

　

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）及び当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年

12月31日）　

当社の事業は、医薬品等の研究開発及び製造販売並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるため、記載

を省略しております。　

　

【関連情報】

前事業年度（自　平成23年１月１日  至　平成23年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一のサービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

　顧客の名称 売上高 関連するセグメント名　

エーザイ株式会社 1,872,471千円 医薬品等の研究開発及び製造販売並びにこれらの付随業務

　

当事業年度（自　平成24年１月１日  至　平成24年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一のサービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

　顧客の名称 売上高 関連するセグメント名　

エーザイ株式会社 1,929,615千円 医薬品等の研究開発及び製造販売並びにこれらの付随業務

　

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）及び当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年

12月31日）

該当事項はありません。　

　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）及び当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年

12月31日）

該当事項はありません。　

　

　

【報告セグメントごとの負ののれんの発生益に関する情報】

前事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）及び当事業年度（自　平成24年１月１日　至　平成24年

12月31日）

該当事項はありません。　

　

【関連当事者情報】

該当事項はありません。　　
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり純資産額 345円28銭

１株当たり当期純損失金額

（△）
△143円60銭

１株当たり純資産額 254円71銭

１株当たり当期純損失金額

（△）
△90円60銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

　 　

（注）１．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

当事業年度
（自　平成24年１月１日
至　平成24年12月31日）

当期純損失（△）（千円） 　△2,104,513 　△1,733,320

普通株主に帰属しない金額（千円） －　 －　

普通株式に係る当期純損失（△）（千円） △2,104,513　 △1,733,320　

期中平均株式数（株） 14,655,716　 19,130,825　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概

要

旧商法第280条ノ20、第280条

ノ21及び会社法第236条、第238

条、第239条の規定に基づく新株

予約権24種類（新株予約権の数

27,185個）。

旧商法第280条ノ20、第280条

ノ21及び会社法第236条、第238

条、第239条の規定に基づく新株

予約権23種類（新株予約権の数

25,804個）。

　 　 　

　

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

 
前事業年度

  （平成23年12月31日）
当事業年度

  （平成24年12月31日）

 純資産の部の合計額（千円） 6,605,564 4,899,957

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
－ 27,167

（うち新株予約権（千円）） （－） （27,167）

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 6,605,564 4,872,790

 １株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
19,130,825 19,130,825
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（重要な後発事象）

１．第１回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第29回新株予約権の発行

当社は、平成24年12月27日開催の取締役決議に基づき、平成25年１月15日付で第１回無担保転換社債型新株

予約権付社債及び第29回新株予約権を発行し、同日1,005,100千円の払い込みが完了いたしました。なお、その

詳細は以下のとおりであります。

　

(1）発行の目的

当社の事業価値を継続して高めるため、既存パイプラインの開発推進及び新たな開発候補品を導入するこ

とを目的としております。

　

(2）発行の概要

① 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

(1)払込期日 平成25年１月15日

(2)新株予約権の総数 40個

(3)社債及び新株予約権の発行価額
各本社債の発行価額は25百万円（額面100円につき金100円）

本転換社債型新株予約権の発行価額は無償

(4)当該発行による潜在株式数 3,311,258株

(5)資金調達の額 1,000,000,000円

(6)転換価額 302円

(7)募集又は割当方法

(割当先)

第三者割当の方法により、次の者に割り当てます。

ウィズ・ヘルスケアPE１号投資事業有限責任組合

1,000,000,000円

(8)利率 本社債には利息を付しません。

(9)その他
前記各号については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生

を条件とします。

　

② 第29回新株予約権

(1)割当日 平成25年１月15日

(2)新株予約権の総数 50個

(3)発行価額 総額5,100,000円(新株予約権1個当たり102,000円)

(4)当該発行による潜在株式数 1,326,250株

(5)資金調達の額

505,100,000円

（内訳）

新株予約権発行分 5,100,000円

新株予約権行使分 500,000,000円

(6)行使価額 377円

(7)募集又は割当方法

(割当先)

第三者割当の方法により、次の者に割り当てます。

ウィズ・ヘルスケアPE１号投資事業有限責任組合

50個

(8)その他
前記各号については、金融商品取引法に基づく届出の効力発生

を条件とします。

　

２．無担保転換社債型新株予約権付社債及び新株予約権の行使による新株式の発行

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債は、平成25年２月末日までに額面1,000,000千円全てが行使され、

新たに普通株式3,311,257株を発行いたしました。

また、第29回新株予約権については、平成25年２月末日までに20個（１個当たりの発行株式数26,525株）が

行使され、新たに普通株式530,500株を発行いたしました。

さらに、第１回新株予約権についても、平成25年２月末日までに40個（１個当たりの発行株式数100株）が行

使され、新たに普通株式4,000株を発行いたしました。

これらの結果、平成25年２月末日現在、資本金は6,626,629千円、資本準備金は6,596,629千円、発行済株式総

数は22,976,657株となりました。　
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　該当事項はありません。

　

【債券】

　 銘柄 券面総額（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

有価証券
その他有

価証券

（ユーロ円建コーラブル債）

シルフリミテッド　シリーズ884　
300,000 300,000

計 300,000 300,000

　　

【その他】

　該当事項はありません。

　

　　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 7,358　 347　 －　 7,705　 5,067　 178　 2,637　

工具、器具及び備品 32,410　 1,510　 －　 33,921　 22,837　 5,365　 11,084　

有形固定資産計 39,768　 1,858　 －　 41,626　 27,905　 5,543　 13,721　

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

ソフトウエア 16,161　 1,190　 3,489　 13,861　 5,537　 2,367　 8,324　

リース資産 3,243 － － 3,243 702 648 2,540

無形固定資産計 19,404　 1,190　 3,489　 17,105　 6,240　 3,016　 10,864　

長期前払費用　 24,300 20,048 16,702 27,646 － － 27,646

（注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

工具、器具及び備品　　　　サーバー増強等　　　　　1,510千円

ソフトウエア　　　　　　　会計用ソフトウエア　　　　630千円

長期前払費用　　　　　　　臨床試験費用　　　　　 20,048千円　

　　

　

【社債明細表】

　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定のリース債務 719 673 1.4 －

リース債務（１年以内に返済予定のものを

除く。）
2,691 2,017 1.4平成26年～28年

合計 3,411 2,691 － －

（注）１．平均利率については、期末リース債務残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

リース債務 682 692 642 －

　

　

【引当金明細表】

該当事項はありません。

　

　

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。　
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産　

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 　107

預金 　

普通預金 1,989,352　

定期預金 2,550,562　

小計 4,539,915　

合計 4,540,022　

　

ロ．売掛金

相手先別内訳　

相手先 金額（千円）

エーザイ株式会社 　148,081

合計 148,081　

　

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況　

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

× 100
(A) ＋ (B)

(A) ＋ (D)

２

(B)

366

162,409 2,046,8842,061,212 148,081 93.3 28

（注）当期発生高には消費税等が含まれております。

　

ハ．商品及び製品

品目 金額（千円）

商品

　医薬品
　164,571

合計 164,571　

　

ニ．原材料及び貯蔵品

区分 金額（千円）

貯蔵品 　

クオカード 320

合計 320
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②　流動負債　

買掛金　

相手先 金額（千円）

アステラス・ドイッチラント GmbH社 　329,768

合計 329,768　

　　

　

（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円） 580,816 1,054,302 1,518,446 1,955,178

税引前四半期（当期）純損失

金額（△）（千円）
△515,508 △895,788 △1,256,797△1,729,520

四半期（当期）純損失金額

（△）（千円）
△516,458 △897,688 △1,259,647△1,733,320

１株当たり四半期（当期）純

損失金額（△）（円）
△27.00 △46.92 △65.84 △90.60

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）
△27.00 △19.93 △18.92 △24.76
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日

定時株主総会 事業年度終了後３ヶ月以内

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日
６月30日

12月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

取扱場所

（特別口座）　

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）　

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告としております。ただし、やむを得ない事由

により、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載して

行います。

公告掲載URL

http://www.symbiopharma.com/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することはできません。

　　　(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　　(2) 取得請求権付株式の取得を請求する権利

      (3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　　　(4) 単元未満株式の売渡請求をする権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。　　

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第７期）　（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）平成24年３月30日関東財務局長に提出

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類                                    平成24年３月30日関東財務局長に提出

　

(3) 四半期報告書及び確認書

①第８期第１四半期　（自　平成24年１月１日　至　平成24年３月31日）平成24年５月14日関東財務局長に提出

②第８期第２四半期　（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）平成24年８月10日関東財務局長に提出

③第８期第３四半期　（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）平成24年11月12日関東財務局長に提出

　

(4) 有価証券届出書及びその添付書類

平成24年12月の第三者割当に係る有価証券届出書（組込方式）　　　　　平成24年12月27日関東財務局長に提出

　

(5) 臨時報告書

　　①企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２に基づく臨時報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成24年３月30日関東財務局長に提出

　　②企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２に基づく臨時報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成24年４月17日関東財務局長に提出

　　③企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２に基づく臨時報告書の訂正報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成24年５月２日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　　

　 平成25年３月28日

シンバイオ製薬株式会社 　
　 取締役会　御中 　
　

　 新日本有限責任監査法人
　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 吉　田　英　志　　印

　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 南　山　智　昭　　印　

　

　

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

るシンバイオ製薬株式会社の平成24年１月１日から平成24年12月31日までの第８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表に

ついて監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シンバイオ

製薬株式会社の平成24年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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強調事項

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成24年12月27日開催の取締役会決議に基づき、平成25年１月

15日付で第１回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第29回新株予約権を発行し、同日1,005,100千円の払込が完

了している。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は第１回無担保転換社債型新株予約権付社債について平成25年２

月末日までに額面1,000,000千円が行使され、新たに普通株式3,311,257株を発行するとともに、第29回新株予約権に

ついても、平成25年２月末日までに20個（１個当たりの発行株式数26,525株）が行使され、新たに普通株式530,500株

を発行している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、シンバイオ製薬株式会社の平成

24年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを

求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に

基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果につ

いて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、シンバイオ製薬株式会社が平成24年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　

（注）１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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